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１．特許サーチの目的 

先行技術文献としての特許情報は、特許文献が集積された種々のデータベースを検索す

ること、すなわち、特許サーチを行うことによって発見することができる。新製品を開発

して販売する企業においては、次の図１に示されるように、開発や販売の種々の段階にお

いて、目的に応じた種々の特許サーチが行われている。 
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 技術動向調査は、同業他社がどのような技術開発をしているのかを調査することを目的

とするものである。したがって、サーチの対象である先行技術文献は、公開特許公報等の

公開された特許文献であり、クレームのみならず、詳細な説明及び図面の記載事項も含ま

れる。特許出願された発明は、原則として出願から１年６月で公開される。それ故、公開

された特許文献をサーチすることにより、把握した他社の技術開発動向（技術動向）に基

づき自社の研究テーマや方向性を決定する、直面している技術的課題に対する解決手段を

探る等のことが可能となる。 

 他社権利調査は、自社製品が他社（他人）の特許権を侵害する恐れがないか否かを調査

することを目的とするものである。したがって、サーチの対象である先行技術文献は、特

許公報等の権利付与された特許公報であり、そのクレームである。自社製品が他社（他人）

の特許権を侵害していると、損害賠償の請求や製品の製造や販売の差し止めの請求がなさ

れることとなる。それ故、リスク管理の一環として、商品開発（製品設計）の初期から他

社の特許権等の権利調査を行う必要がある。 

 公知例調査は、他社（他人）の特許権を無効化することを目的とするものである。した

がって、サーチの対象である先行技術文献は、公開特許公報等の公開された特許公報であ

り、クレームのみならず、詳細な説明及び図面の記載事項も含まれる。不幸にして自社製

品が他社（他人）の特許権を侵害した事態が生じた場合、そのままにしておくと、損害賠

償の請求や製品の製造や販売の差し止めの請求がなされることとなる。しかし、特許権は、

必ずしも完全なものではなく、無効原因を含んでいることが多々ある。そこで、特許とな

ったクレームの新規性や進歩性を否定し、特許権を無効にすることができる先行技術、又

は、特許権の範囲を狭くすることができる先行技術を探し出し、損害賠償の請求や製品の
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製造や販売の差し止めの請求を回避する必要がある。 

 特許出願前調査は、出願予定のクレームに新規性や進歩性があるか否かを調査すること

を目的とするものである。したがって、サーチの対象である先行技術文献は、公開特許公

報等の公開された特許文献であり、クレームのみならず、詳細な説明及び図面の記載事項

も含まれる。公開された特許文献をサーチすることにより、自社の開発した研究成果（発

明）に関する特許出願の要否を判断することができる。 

 一方、特許庁では、出願された発明の特許性を判断すること、より具体的には新規性及

び進歩性を判断することを主たる目的として特許サーチが行われる。この場合、サーチの

対象である先行技術文献は、公開特許公報等の公開された特許公報であり、クレームのみ

ならず、詳細な説明及び図面の記載事項も含まれる。また、特許公報も日本国の特許公報

に限ることなく、世界中の特許公報、少なくともＰＣＴの最小限資料（ミニマムドキュメ

ンテーション）に含まれる特許公報はサーチ対象となる。なお、特許庁では、出願の先願

の有無や、いわゆる拡大新規性について判断することを目的とした特許サーチも行われる

が、これらの場合には、公開される前の特許出願の内容がサーチ対象となることもある。 

 本書では、特許庁で審査官によって行われている特許サーチであって出願に係る発明の

新規性及び進歩性を判断することを目的として特許サーチについて説明することとする。

これは、想定される本書の読者が、一義的には、各国の審査官であるためであり、かつ、

審査官に必要な特許サーチのほとんどは新規性及び進歩性を判断するために行われ、その

他のケースは稀だからである。また、本書の読者が企業人であっても、上述した特許出願

前調査、他社権利調査及び公知例調査を行う場合に必要とされる新規性及び進歩性の判断

は、審査官が行う特許サーチを行う場合に必要とされる新規性及び進歩性の判断と何ら変

わるところがないからである。換言すると、審査官の判断手法を知らずに発明の特許性を

理解することは不可能だからである。なお、新規性及び進歩性の判断は、日本の特許庁の

審査基準に則ったものであることに留意が必要である。 

 また、本書では、サーチの対象である先行技術文献は、日本国の公開特許公報であって

ＰＡＪ（Ｐａｔｅｎｔ Ａｂｓｔｒａｃｔ ｏｆ Ｊａｐａｎ）が発行されているものの

みとする。これは、想定される本書の読者が、英語を理解しても日本語を理解せず、かつ、

インターネットを介して特許庁のＩＰＤＬにアクセス可能な環境に置かれた者であるから

である。なお、ＰＡＪが発行されている特許情報は、主として１９９０年以降の公報であ

ること、実用新案を含んでいないこと、機械翻訳（コンピュータによる自動翻訳）である

ので一部（特にクレーム）の表現が不自然な場合があること等に留意が必要である。 

 さらに、本書では、サーチツールがＦＩ及びＦタームのみであるものとして説明する。

これは、ＦＩ及びＦタームが日本の特許庁によって開発されたサーチツールであり、かつ、

日本の審査官によって最も利用されているサーチツールであるからである。ＦＩは、ＩＰ

Ｃをより詳細に展開したものであり、１９万項目を含み、構造的には欧州特許庁が提供す

るＥＣＬＡ（１３万項目）に似ていると言われている。なお、米国特許商標庁が提供する

ＵＳＰＣ（１７万項目）は、独特の分類体系であるが、ＩＰＣとのコンコーダンスリスト

が利用可能である。本書ではＥＣＬＡやＵＳＰＣにこれ以上言及しないので、ご興味をお

持ちの向きは欧州特許庁や米国特許商標庁のホームページ等から情報を入手されたい。 

 また、本書では、キーワード、番号、ＩＰＣ、名称、年月等をサーチキーとするサーチ
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や、商用データベースを利用したサーチについても言及しないこととする。もっとも、Ｉ

ＰＤＬでは、キーワード、公報発行日、ＩＰＣ、公報番号等をサーチキーとするＰＡＪの

サーチが可能なので、必要に応じて利用することを推奨する。 

 

２．光学機器の分野について 

 本書は、光学機器の分野における特許情報のサーチ手法について説明する。なお、「光学

機器」という語の厳密な定義は必ずしも定かでなく、「光学機器の分野」という技術分野の

厳密な定義もまた定かでない。ここでは、特許庁の審査第一部に所属する審査室である応

用光学及び光デバイスが担当する技術分野が「光学機器の分野」に該当するものと考え、

当該技術分野における特許情報のサーチ手法について説明する。 

 特許庁のホームページで発表されている応用光学及び光デバイスの担当技術分野は、複

製・マーキング法｛Ｂ４１Ｍ（５／、９９／）｝、転写装飾｛Ｂ４４Ｃ（１／１６－１／１

７５）｝、フォトレジスト｛Ｇ０３Ｆ（７／００－７／１８、７／２６－７／４２）｝、感光

材料・写真法｛Ｇ０３Ｃ（１／、３／００ ３０１、５／－１１／）｝、電子写真・材料｛Ｇ

０３Ｇ（５／－１１／）｝、レンズ、光学装置｛Ｇ０２Ｂ（７／－２５／）｝、カメラ｛Ｇ０

３Ｂ（１／－１９／、２９／－３１／、３５／－４３／）Ｇ０３Ｃ（３／００、３／００ 

３５１－３／０２）｝、光学要素・眼鏡｛Ｇ０２Ｂ（１／－５／）Ｇ０２Ｃ｝、ホログラフィ

ー｛Ｇ０３Ｈ｝、ＥＬ素子｛Ｈ０５Ｂ（３３／）｝、半導体発光素子・レーザ｛Ｈ０１Ｌ（３

３／）Ｈ０１Ｓ｝、半導体受光素子｛Ｈ０１Ｌ（３１／）｝、光ファイバ、光導波路｛Ｇ０２

Ｂ（６／）｝、光ビームの制御｛Ｇ０２Ｂ（２６／－２７／）Ｇ０２Ｆ（１／００－１／１

２５、１／２１－７／）｝、液晶・電子ペーパ｛Ｇ０２Ｆ（１／１３－１／１９）｝である。

なお、｛｝内は対応するＩＰＣ乃至ＦＩを表している。 

 また、応用光学及び光デバイスの担当技術分野に対応するＦタームテーマには、次の図

２～８に示されるものが含まれる。 

 図２～８に示される表には、テーマ情報としてテーマコード、解析停止の有無、解析タ

イプ（Ｆタームタイプ（多観点タイプ）か、ＦＩタイプか、部分的Ｆタームタイプ（解析

否のＦＩが存在するタイプ）か）、テーマ名、及び、ＦＩカバー範囲（対応するＦＩ）が示

され、また、Ｆタームデータとして改正情報（メンテナンスの内容等）、Ｆタームの有無、

解析年範囲（解析開始年と終了年）、及び、再解析中か否かが示されている。 

 図２～８に示されるような表を参照することにより、出願に係る発明の種類に応じたテ

ーマコードを選択して、Ｆタームサーチを行うことができる。 

 

３．発明の新規性及び進歩性の判断手法 

 ここでは、発明の新規性及び進歩性の基本的な判断手法について、日本の特許庁の審査

基準に則って説明する。 

 端的に述べれば、新規性とは先行技術と同一でないことであり、進歩性とは先行技術か

ら容易に考えつくものでないことである。また、先行技術とは当該出願の出願前に公開さ

れた発明、すなわち、技術であって、本書では当該出願の出願前に公開された先行技術文

献としての公開特許公報に記載された技術であり、クレームのみならず、詳細な説明及び

図面に記載された技術である。 
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図２ 
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図３ 
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図４ 
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図５ 
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図６ 
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図７ 
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図８ 
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 新規性及び進歩性の判断は、（１）本願発明（当該出願に係る発明）の認定、（２）先行

技術（サーチによって発見された先行技術文献に記載された技術）の認定、（３）本願発明

と先行技術との一致点・相違点の認定、（４）相違点の検討、の順に行われる。 

 本願発明の認定は、クレームに記載された発明の構成要件の文言を形式的に把握するの

でなく、その技術的意味を理解して把握することによって行う。すなわち、本願発明が解

決しようとする課題（目的）及び作用効果との関連において、本願発明が採用した技術的

手段を認定することが、的確な本願発明の認定である。これにより、サーチ目標が明確に

なり、的確かつ効率的なサーチが可能になる。 

先行技術の認定は、本願発明に関連する技術的事項がサーチによって発見された先行技

術文献である特許公報にどのように記載されているかを把握することによって行う。先行

技術文献の記載事項の解釈に当たっては、技術常識を参酌することができ、当該出願の出

願時における技術常識を参酌することにより、当業者が当該先行技術文献に記載されてい

る事項から導き出せる事項（「先行技術文献に記載されているに等しい事項」という。）も、

先行技術の認定の基礎とすることができる。 

本願発明と先行技術との一致点・相違点の認定は、当該出願のクレームに記載された事

項（本願発明）と、先行技術を文言で表現する場合に必要と認められる事項との一致点及

び相違点を認定して行われる。そして、本願発明と先行技術とのすべてが一致し、相違点

が見出せない場合、すなわち、当該出願のクレームに記載された事項のすべてが先行技術

文献に記載されていると認定される場合には、本願発明の新規性が否定される。この場合、

進歩性を判断する必要はない。一方、それ以外の場合、すなわち、一致点も認められるが

相違点も認められる場合には、相違点の検討を行う。 

相違点の検討を行って、当該相違点が実質的なものでない場合、すなわち、相違点がな

いに等しい場合には、本願発明の新規性が否定される。この場合、進歩性を判断する必要

はない。一方、相違点が実質的なものである場合には、他の先行技術を参酌して、当該相

違点は、当業者であれば容易に克服し得る程度のものであるか否かを判断する。そして、

当該相違点が当業者であれば容易に克服し得る程度のものであれば、進歩性が否定され、

そうでなければ、進歩性が認められることになる。 

進歩性の判断は、本願発明の属する技術分野における出願時の技術水準を的確に把握し

た上で、当業者であればどのようにするかを常に考慮して、先行技術に基づいて当業者が

本願発明に容易に想到できたことの論理付けができるか否かにより行う。具体的には、本

願発明及び先行技術(一又は複数)を認定した後、論理付けに最も適した一つの先行技術を

選び、本願発明と先行技術を対比して、本願発明の事項と先行技術を特定するための事項

との一致点・相違点を明らかにした上で、この先行技術や他の先行技術 (周知・慣用技術

も含む)の内容及び技術常識から、本願発明に対して進歩性の存在を否定し得る論理の構築

を試みる。論理付けは、種々の観点、広範な観点から行うことが可能である。 

その結果、論理付けができた場合は本願発明の進歩性は否定され、論理付けができない

場合には進歩性は否定されない。 

 

４．特許サーチの基本的フロー 

特許サーチにおいては、まず、（１）本願発明の認定を行い、（２）サーチの観点から本
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願発明の特徴点を抽出し、（３）サーチ方針を決定し、（４）サーチ範囲を決定し、（５）検

索式を決定し、（６）検索結果のスクリーニングを行い、（７）先行技術文献を選択して、

サーチを終了する。上記（１）～（７）の工程を順次行うのが原則ではあるが、途中で上

流の工程に戻ってやり直すことも往々にして必要となる。例えば、検索結果やスクリーニ

ングの結果によっては、サーチ範囲を見直したり、検索式を見直したりする必要性が生じ

ることも多い。 

上記（１）の工程、すなわち、本願発明の認定は、新規性及び進歩性の判断の場合と同

様なので説明を省略する。 

上記（２）の工程では、本願発明を各構成要素に分解し、発明のポイントとなる重要な

構成要素（特徴点）と、一般的技術に該当する構成要素とに仕分けする。そして、重要な

構成要素をさらに主要部と付属部とに仕分けし、主要部をサーチのポイントとする。 

上記（３）及び（４）の工程では、一つの先行技術だけでは本願発明の新規性及び進歩

性を否定できない場合を想定して、組み合わせるべき複数の先行技術を見つけ出すことも

考慮しながら、サーチ方針及びサーチ範囲を決定する。つまり、本願発明のどの構成要素

に着目してサーチするのか、及び、どの技術分野、どのＦタームテーマを選択してサーチ

するのかを決定する。 

上記（５）の工程では、どのＦタームを選択するのか、及び、いくつのＦタームを選択

するのかを決定する。なお、Ｆタームの選択は、Ｆタームリストを参酌して行う。検索式

を立てる場合、まず、選択した全てのＦタームを含む検索式を立て、続いて、発明の主要

部に対応するＦタームを残しながら、他のＦタームを検索式から外していくことによって

サーチ範囲を徐々に拡大していくことが望ましい。 

また、検索式を立てる際には、進歩性を考慮する必要がある。例えば、本願発明のポイ

ントとなる構成要素がＡ、Ｂ及びＣの３つであり、各構成要素に対応するＦタームがター

ムＡ、タームＢ及びタームＣであるものとする。この場合、次の検索式（１）を立てるだ

けでは、不十分である。 

検索式（１）：タームＡ＊タームＢ＊タームＣ 

この検索式（１）で抽出される先行技術は、構成要素Ａ、Ｂ及びＣをすべて含むものだ

けとなる。しかし、進歩性を考慮すると、例えば、構成要素Ａを構成要素Ａ１という類似

技術で置き換えた先行技術や、構成要素Ｂを構成要素Ｂ１という類似技術で置き換えた先

行技術や、構成要素Ａを構成要素Ａ１という類似技術で置き換え、更に構成要素Ｂを構成

要素Ｂ１という類似技術で置き換えた先行技術も有用な場合がある。このような場合、検

索式（１）に加えて、次の検索式（２）～（４）も立てる必要がある。 

検索式（２）：タームＡ１＊タームＢ＊タームＣ 

検索式（３）：タームＡ＊タームＢ１＊タームＣ 

検索式（４）：タームＡ１＊タームＢ１＊タームＣ 

 上記（６）及び（７）の工程では、検索式によって抽出された検索結果である複数の先

行技術文献をスクリーニングして、新規性及び進歩性の判断に有用な先行技術文献を選択

する。なお、スクリーニングの対象とする先行技術文献数は、一般的には、技術分野にも

依るが、数十～数百であると言われている。しかし、「１．特許サーチの目的」で述べたよ

うに、想定される本書の読者が、英語を理解しても日本語を理解せず、かつ、インターネ
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ットを介して特許庁のＩＰＤＬにアクセス可能な環境に置かれた者であること、及び、英

語版のＩＤＤＬで行われるＦタームサーチの検索結果として表示される文献がＰＡＪ、つ

まり、要約であり、しかも、そのフルテキストの表示は可能ではあるが非常に時間がかか

ること、を考慮すると、実質的には１００～２００程度がスクリーニング数の上限であろ

うと思われる。 

 

５．ＦＩの概要 

ＩＰＣを使用して特許サーチを行う際に、ＩＰＣの展開をそのまま使用すると、スクリ

ーニング不能なほどに多量の先行技術文献が抽出されてしまうことがある。これは、技術

分野に依っては、ＩＰＣの展開が必ずしも十分に細分化されていないためである。 

このような場合に対応するために、日本では、必要と認められる技術分野について、Ｉ

ＰＣをベースとしてＩＰＣに展開記号及び／又は分冊識別記号を付加する形で、図９に示

されるように、独自に細展開したＦＩを使用している。ＦＩは、Ｆｉｌｅ Ｉｎｄｅｘの

略号であって、ＩＰＣの利用を円滑にする手段として日本国内でのみ使用されるもので、

国際的に使用される性格のものではない。２０１０年の時点で、ＦＩは約１８．９万項目

から構成されている。 

 

図９ 

 

なお、展開記号とは、ＩＰＣの最小単位であるところのグループを更に細かく展開する

ために用いる記号をいう。展開記号には、原則として、３桁の数字が使用されている。そ

して、展開記号も、ＩＰＣのグループと同様に、図１０に示されるような階層を示すドッ

トが付与されており、ＩＰＣと連続した階層構造を備えている。展開記号は、常にＩＰＣ

の完全記号と併記する形で使用される。 

IPC Symbol
IPC Symbol + Filing Code
IPC Symbol + Subdivision Symbol
IPC Symbol + Subdivision Symbol 
+ Filing Code
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図１０ 

 

 

分冊識別記号とは、ＩＰＣ又は展開記号を更に細かく展開するために使用する記号であ

る。分冊識別記号は、「Ｉ」及び「Ｏ」を除くＡ～Ｚのアルファベット１文字を使用して表

示される。また、分冊識別記号が展開されている箇所には、図１１に示されるように、必

ず「Ｚ その他」という分冊識別記号があり、ここに、展開されている分冊識別記号に属さ

ないものが分類される（分類系列で階層的に上位グループの扱いと同様である）。 

 

図１１ 

 

 

なお、ＦＩは、原則として最新版のＩＰＣを更に細かく展開したものであるが、一部に

は、旧版のＩＰＣに基づいて展開されたものも存在する。 

そもそも、分冊識別記号は、１つ分類を重複なく細分化することを目的とするものであ

るが、分冊識別記号間で階層構造が採用されていることもある。図１１に示されるように、

分冊識別記号間の階層構造もドットにより表されるが、ＩＰＣや展開記号の階層構造から

は独立して、分冊識別記号内の階層構造にしたがって表されている。 

なお、技術の進展や蓄積文献数の増加等に応じて、検索精度や検索効率を維持できるよ

うに、現在では年１～２回、追加、廃止、更新等を含むＦＩ改正が行われている。 

また、ＦＩを新たに作成した際には、過去に旧いＦＩが付与された文献に新しいＦＩを

付与し直す作業（再分類）が行われている。再分類期間中は、通常新旧両方の検索インデ

G02B Optical elements, systems, or apparatus
6/00  Light guides
6/10  . of the optical waveguide type
6/16  .. Optical fiber with caldding

301 … Polarised surface retaining fibres
311 …. Of added stress types
321 …. Step index fibres
331 …. Cylindrical core fibres
341 …. Mutually related multi-core fibres

G03B  Apparatus or arrangements for taking photographs or ……..
G03B  23/00  Devices for changing pictures in viewing apparatus or projectors
G03B  23/02  . In which a picture is removed from a stock and ………

A              for roll film
B              for sheet film
G              for endless film
Z               Others 
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ックスを利用して検索する必要がある。 

技術分野によっては、ファセット分類記号が付与されることがある。ファセット分類記

号とは、ＦＩの全範囲又は所定の範囲（例えば、サブクラス又は複数のグループの範囲）

に亘って、ＦＩとは異なる観点から展開されている記号のことであって、これによりＦＩ

とは別の観点からのサーチが可能となる。 

図１２に示されるように、ファセット分類記号には、３個の英文字が使用される。ファ

セット分類記号の第１番目の英文字は、通常該当するセクション記号と同一であるが、複

数のセクションにまたがる技術の横断的サーチを効率的に行うために設けられた広域ファ

セット分類記号では「Ｚ」が用いられる（例．核酸／アミノ酸配列に関するもの：ＺＮＡ、 

ナノテクノロジー応用技術：ＺＮＭ）。また、第２番目及び第３番目の英文字には「Ｉ」及

び「Ｏ」を除いた英文字が使用され、これら３文字からなるファセット分類記号は、重複

しないようになっている。 

 

図１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．Ｆタームの概要 

Ｆタームは、Ｆｉｌｅ Ｆｏｒｍｉｎｇ Ｔｅｒｍの略号であって、文献量の増加、技術

の複合化及び融合化、製品の多様化等の、技術開発の動向変化に対しても、特許審査のた

めの先行技術調査、すなわち、特許サーチを迅速的確に行うため、機械検索用に開発され

た検索インデックスである。 

技術分野によっては、ＦＩのみでは区分けが十分に細かくない場合もあり、特に、近年

になって発展した技術分野では、単独のＦＩの範囲内に、サーチしなければならない先行

技術文献が非常に多く含まれることがある。このようなＦＩを、各技術分野に特有の種々

の技術観点から細区分したものがＦタームである。したがって、Ｆタームは、多観点での
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解析、付与が可能であることが特徴の一つである。Ｆタームは、公開特許公報等の特許文

献に記載されている技術的事項を把握した上で、種々の技術観点（目的、用途、構造、材

料、製法、処理操作方法、制御手段等）から作成されたＦタームリストを参照して、文献

毎に付与されている。 

従来、すなわち、検索システムが構築される以前であって紙ファイルを特許サーチに利

用していた時には、担当審査官は、紙ファイルの組替えを行ったり、公開特許公報等を複

写して、新たな観点のファイルを作成したりすることによって、先行技術調査用の資料を

維持管理していた。Ｆターム検索システムは、このような紙ファイルを利用したサーチの

限界を打破するものであり、Ｆタームの組み合わせを変えることで、電子化された仮想フ

ァイル（スクリーニングすべき文献の集合）を、その都度生成し、組み直すことができる

ようにしたものである。Ｆタームは、ＩＰＣやＦＩとは異なり、主として複数のＦターム

を組み合わせて用いることを想定しており、多くの場合、複数のＦタームの論理積によっ

て「仮想ファイル」を作成し、スクリーニングすべき文献数を絞り込むことができるよう

になっている。それにより、関連する先行技術文献を、スクリーニング可能な程度の件数

（技術分野に応じて数十件～数百件程度）を目安に絞り込むことを目指している。 

２０１０年の時点では、全技術分野の約７割程度の分野において、Ｆタームが整備され

ており、技術動向の変化や蓄積文献数の増加に応じて、毎年必要な分野においてＦターム

リストの見直しが行われている。 

Ｆタームは、ＦＩにしたがって定められた一定の技術範囲毎に区分して整備されており、

区分された各技術範囲は「テーマ」と称される。また、ＦＩにしたがって定められたテー

マの技術範囲のことは、そのテーマの「ＦＩカバー範囲」と称される。そして、各テーマ

には、その技術範囲の内容を端的に表す「テーマ名」と、アルファベット及び数字から成

る５桁のコードである「テーマコード」が付与されている。（図１３参照） 

２０１０年の時点では、全技術分野が、約２６００のテーマにより区分され、そのうち

約１８００のテーマ（約７割）についてＦタームが作成され、国内特許文献をサーチする

ためのサーチキーとして特許サーチに利用されている。なお、Ｆタームリストが存在する

テーマは「Ｆタームテーマ」と称され、Ｆタームリストが存在しないテーマは「ＦＩテー

マ」と称される。 

 

図１３ 

 

Ｆターム検索システムの開発が開始された当初、ＩＰＣのメイングループ程度のまとま

りを念頭においてテーマが策定された。その後、蓄積文献数が増加したために細分化され

た技術分野や、検索システムの性能向上や技術動向の変化等を背景としてより大きなまと

まりに統合された分野がある。 

FI cover field     :  G03B  17/04 – 17/17
Theme name    :   Camera body structures and mechanisms 
Theme code    :   2H101
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各テーマのＦＩのカバー範囲、テーマ名、テーマコード及びＦタームを記したリストは、

「Ｆタームリスト」と称される。図１４には、Ｆタームリストの一例が表示されている。 

なお、図１４は、テーマコード「２Ｈ１０１」のＦタームリストを表示したサーチ端末の

画面をコピーしたものであるが、この画面にはＦタームリストの全部は表示されておらず

一部のみが表示されていることに留意されたい。Ｆタームリストの残りの部分は、画面を

スクロールすることによって表示される。 

 テーマに依っては、図１４に示される例のように、非常に多くの観点が設定され、各観

点に多数のＦタームが設定されていることがある。特許サーチにおけるＦタームの選択は、

このようなＦタームリストを参照しつつ行われることになるが、適切なＦタームを選択す

るためには、事前に該当テーマのＦタームリストを熟読してすべてのＦタームについて理

解しておくことが肝要である。 
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図１４ 
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図１５に示されるように、Ｆタームは、「テーマコード（英数字）５桁」と、「観点（英

字）２桁」と、「数字２桁」とから成る。もっとも、テーマコードは別途表示されることが

多いので、前５桁が省略された、「観点２桁」と「数字２桁」とを指して「Ｆターム」と称

されることが多い。ここで、「観点」とは、その下に展開される複数のＦタームを取りまと

める概念に対応して設定されるものであって、一般的には、例えば、「目的」、「機能」、「構

造」、「材料」、「用途」、「製造方法」等である。 

 

図１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、一部のテーマについては、図１５に示されるように、「付加コード」と呼ばれる１

文字の英数字が設定されていることもある。付加コードは、Ｆタームを補完する機能を備

え、Ｆタームの後ろに“ ． ”を付加することによって表示される。付加コードは、Ｆタ

ームを展開した観点とは別の技術観点の情報を付加するためのものであるが、独立したＦ

タームの「観点」とは異なり、付与された個々のＦターム毎に情報を関連づけて付加する 

ことができる。２０１０年の時点で、７０テーマ以上で付加コードが採用されている。 

 

７．ＦＩ、Ｆタームを使用したサーチ例 

個別のＦＩ毎にＦタームの「解析要否」が設定されている。ある文献に対して、あるテ

ーマにおける「解析要」のＦＩが一つでも付与されると、当該文献に対して、そのテーマ

のＦタームリストに含まれるいずれかのＦタームが付与されることになっている。 

なお、「解析要否」については、パテントマップガイダンスシステム（ＰＭＧＳ）におけ

るテーマコードへのハイパーリンクの有無によって、判別することができる（図１６参照）。 

Ｆタームリストが存在するテーマは「Ｆタームテーマ」と称されるが、「Ｆタームテーマ」

のうちで、テーマ内に「解析否」のＦＩが含まれるテーマは、「部分Ｆテーマ」と称される。 

「部分Ｆテーマ」においては、テーマの「ＦＩカバー範囲」と、Ｆタームが解析されるＦ

Ｉ（すなわち「解析要」のＦＩ）の範囲が異なるので、Ｆタームを使用してサーチを行う

際には留意する必要がある。 
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図１６ 

Ｆタームを使用してサーチを行うためには、観点の構造を理解することが重要である。

観点の設定の仕方は、技術分野（テーマ）毎に異なるが、典型的には、以下の３つの類型

が挙げられる。 

第１のタイプ、すなわち、タイプ１は、発明の特徴点を、単純に適当数に類型化できる

技術分野において採用されている。具体的には、機械、日用品、電機部品等に多く見られ

る。これらの分野のＦタームリストは、発明の特徴点を類型化し、類型化された技術的観

点をＦタームや観点にまとめていくことにより作成されている。例えば、ブレインストー

ミングをする際に、思いついたことを付せんに書き留めていき、ある程度付せんが溜まっ

たところで、それらをグルーピングしていく手法とよく似ている。 

このように作成されたタイプ１のＦタームリストを用いてＦタームを付与する際には、

特許公報等に記載された発明の内容をみて、例えば、Ｂの視点に属する特徴点ｂ２があれ

ばＦタームｂ２を付与し、Ｄの視点に属する特徴点ｄ３があればＦタームｄ３を付与する、

というようになる。 

したがって、サーチの際には、注目する特徴点に応じてＦタームを選択する。例えば、

特徴点ｂ２をサーチしたければＦタームｂ２を選択してサーチし、特徴点ｄ３をサーチし

たければＦタームｄ３を選択してサーチすることとなり、単独のＦタームによるサーチが

主体となる。観点ＢとＤに技術的関連がある場合等は、Ｆタームｂ２とＦタームｄ３との

論理積を生成してサーチすることとなろう。 

このタイプのＦタームリストは、単観点により細分化される傾向があるので、観点毎に

Example of PMGS on display
27/02  . Viewing or reading apparatus            2H199

A Head-up displays                                  2H199

B Film observation e.g.                            2H199

C Observation by reversing negative 

or positive films                                      2H199

Z Others                                                   2H199

27/04 . . Having collapsible parts                       2H199

27/06 . . With moving-picture effect                 2H199

27/08 . . Kaleidoscopes                               2H199

27/10 . Beam splitting or combining systems  2H199

27/12 .. Operating by refraction only                 2H199

No link is 
included 
with the 
theme 
code

A link is 
included 
with the 
theme 
code
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ＦＩの適用範囲が異なっていることが多い。 

また、第２のタイプ、すなわち、タイプ２は、発明の特徴点を複数の技術要素（構造、

機能、使用素子、材料等）の組合せで表現することができ、しかも、特徴点をタイプ１の

ように類型化すると極端に数が多くなってしまう技術分野において採用されている。具体

的には、組成物、制御等の分野に多く見られる。これらの分野のＦタームリストは、発明

の特徴点を複数の技術要素の組合せにより表現するために、それらの技術要素に対応する

観点を設け、複数の観点から選ばれるＦタームの組合せによって発明の特徴点を表現する

ように作成されている。 

このように作成されたＦタームリストを用いてＦタームを付与する際には、特許公報等

に記載された発明の内容をみて、例えば、ａ２×ｂ１×ｃ２×ｄ３の組合せで表現される

のであれば、Ｆタームａ２、ｂ１、ｃ２及びｄ３を付与する、というようになる。 

したがって、サーチの際には、注目する特徴点に応じて、まずは、Ｆタームａ２×ｂ１

×ｃ２×ｄ３の論理積を検索式としてサーチを行い、その検索式により適切な先行技術を

発見することができなければ、検索式を修正して（例えば、ａ２×ｂ１×ｃ２とする等）

サーチ範囲を広げていくのが一般的である。タイプ２のＦタームリストは、多観点の検索

インデックスとしての特徴を大いに活用するもの、と言える。Ｆタームの組合せを統制語

のように用い、Ｆタームを組合せることにより、言わば「統制された技術要素の概念」と

して利用していることが特徴である。 

 さらに、第３のタイプ、すなわち、タイプ３は、タイプ１及び２の混合型である。タイ

プ１が適した技術分野とタイプ２が適した技術分野とは、必ずしも明確に分けることがで

きない。そのため、両者の間の中間的な技術分野や、両者が混合された技術分野が存在す

ることになる。このような技術分野では、タイプ１のＦタームリストのスタイルと、タイ

プ２のＦタームリストのスタイルが両方用いられることになり、タイプ１のＦタームリス

トと同様に、観点毎にＦＩ適用範囲が異なっていることが多い。 

次に、サーチの実例について紹介する。ここでは、Ｆタームを利用した検索について、

モデルケースを用いた検索の実例について紹介する。  

 Ｆタームは、特定のＦＩが付与された先行技術文献に対し、ＦＩとは異なった複数の技術

的観点から先行技術文献を分類することができる点に特徴を有しており、検索の際には複

数のＦタームを掛けあわせて（論理積を作成して）使用することで検索対象とする先行技

術文献を絞り込むことが可能となり、効率的なサーチを行うことができる。  

 ここでは、モデル案件を用いて検索に使用するためのＦタームの探し方、及び、それらの

Ｆタームを用いた検索方法について解説する。 

本願発明（モデル案件） 

【発明の名称】ファイバスコープ 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 光ファイバの束からなり、画像を伝送するためのイメージガイド（１３）の

一端側に対物レンズ（１５）を配し、他端側にカメラ（１７）を配してなるファイバスコ

ープ（１）であって、前記対物レンズの前方に、広角画像を前記対物レンズに入射させる

ための第１の曲面鏡（１４２）を備えてなることを特徴とするファイバスコープ。 

【請求項２】 光ファイバからなり、被写体（２）を照明するためのライトガイド（１２）
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も付加され、該ライトガイドの出力端側にも被写体を広角に照明するための第２の曲面鏡

（１４１）を備えてなることを特徴とする請求項１記載のファイバスコープ。 

【目的】この発明は、配管内部の管軸方向及び径方向の様子を同時に観察して、確実に配

管内部の異常を検出することができるファイバスコープを提供することを目的とする。 

 

【図１】 

 

 

 

【図２】 
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本願発明の構成要件に対応するＦタームの探し方 

「４．特許サーチの基本的フロー」で説明したように、まず、本願発明を各構成要素に

分解し、発明のポイントとなる重要な構成要素（特徴点）と、一般的技術に該当する構成

要素とに仕分けする。そして、特徴点や発明の目的に着目して対応するＦタームを選択し、

選択したＦタームを掛けあわせる。 

上記特許請求の範囲を各構成要素に分解すると、次のようになる。 

請求項１： 

（Ａ）光ファイバの束からなり、画像を伝送するためのイメージガイド 

（Ｂ）イメージガイドの一端側に配した対物レンズ 

（Ｃ）イメージガイドの他端側に配したカメラを 

（Ｄ）対物レンズの前方に、広角画像を対物レンズに入射させるための第１の曲面鏡 

（Ｅ）ファイバスコープ 

請求項２： 

（Ｆ）光ファイバからなり、被写体を照明するためのライトガイド 

（Ｇ）ライトガイドの出力端側にも被写体を広角に照明するための第２の曲面鏡 

（Ｈ）請求項１記載のファイバスコープ 

検索する際には、本願発明の技術に応じたテーマコードを選択する必要がある。テーマ

コードは、図１７に示されるようなパテントマップガイダンスの画面で、本願発明に対応

するＩＰＣを入力することによって、得ることができる。 

ここでは、本願発明に付与されたＩＰＣがＧ０２Ｂ２３／２４「孔体の中を観察する装

置、例、ファイバスコープ」であるので、テーマコードとして「２Ｈ０４０ 孔内観察装

置」を得ることができる。 

２Ｈ０４０のＦタームリストは、図１８及び１９に示されるようになっている。 

ここで、「ＢＡ０２」、「ＢＡ１２」、「ＣＡ１２」、「ＣＡ２２」及び「ＧＡ０１」に着目す

ると各構成要素とＦタームとは次のように対応する。 

請求項１ 

（Ａ）光ファイバの束からなり、画像を伝送するためのイメージガイド 

（Ｂ）イメージガイドの一端側に配した対物レンズ   → ＣＡ２２ 

（Ｃ）イメージガイドの他端側に配したカメラを    → ＧＡ０１ 

（Ｄ）・・・広角画像を・・・の第１の曲面鏡     → ＢＡ０２、ＣＡ２２ 

（Ｅ）ファイバスコープ 

請求項２： 

（Ｆ）光ファイバからなり、被写体を照明するためのライトガイド 

（Ｇ）ライトガイドの出力端側にも被写体を広角に照明するための第２の曲面鏡 → Ｂ

Ａ１２、ＣＡ１２ 

（Ｈ）請求項１記載のファイバスコープ 
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図１７ 

 

 

 続いて、検索式を決定する。つまり、Ｆタームをどのようにして選択し、どのようにＦ

タームを掛けあわせるのかを決定する。前記構成要素Ａ～Ｈのすべてを備える先行技術は、

次のように表される概念図においては、各Ｆタームの共通部分（積集合）であると考える

ことができる。 

 

 

Ａ、Ｂ、Ｃの積 

要素Ａ 

要素Ｂ 
要素Ｃ 
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図１８ 
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図１９ 
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したがって、本願発明の構成要素Ａ～Ｈのすべてを備える先行技術をサーチするために

は、「ＢＡ０２」、「ＢＡ１２」、「ＣＡ１２」、「ＣＡ２２」及び「ＧＡ０１」を全て含む次に

示す検索式（１）を立てることになる。 

式（１）：ＢＡ０２＊ＢＡ１２＊ＣＡ１２＊ＣＡ２２＊ＧＡ０１ 

該検索式（１）で適切な先行技術発明が発見できない場合には、サーチすべき先行技術

発明の範囲を拡大していく必要がある。しかし、効率的なサーチを行うためにはサーチ範

囲の拡大の仕方に注意が必要である。  

 一般的に、本願発明の各構成要素の重要度は必ずしも同一ではなく、所望の目的乃至効果

を得るために大きく影響する構成素、すなわち、主要部とそれ以外に分けることができる。 

したがって、サーチ範囲を拡大していくにあたっては、主要部に対応するＦタームを検索

式に残しつつ、他のＦタームを検索式から外していくことが有効である。また、選択した

Ｆタームを上位概念のＦタームに置き換えることも有効である。 

 例えば、「ＢＡ０２」及び「ＣＡ２２」が主要部であり、「ＧＡ０１」は具体的過ぎるの

でより上位概念にするのが望ましいと仮定して、実際に検索をしてみたところ、次のよう

な検索順序となった。 

式（１）：ＢＡ０２＊ＢＡ１２＊ＣＡ１２＊ＣＡ２２＊ＧＡ０１；抽出件数（０） 

（ＧＡ０１をより上位のＧＡ００に置き換える） 

式（２）：ＢＡ０２＊ＢＡ１２＊ＣＡ１２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００；抽出件数（１） 

（「ＢＡ１２」を外す） 

式（３）：ＢＡ０２＊     ＣＡ１２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００；抽出件数（３） 

（「ＣＡ１２」を外し、「ＢＡ１２」をいれる） 

式（４）：ＢＡ０２＊ＢＡ１２＊     ＣＡ２２＊ＧＡ００；抽出件数（５） 

（「ＢＡ１２」も外す） 

式（５）：ＢＡ０２＊          ＣＡ２２＊ＧＡ００；抽出件数（２４） 

（「ＧＡ００」も外す） 

式（６）：ＢＡ０２＊          ＣＡ２２     ；抽出件数（１２１） 

そして、抽出された先行技術文献をスクリーニングしたところ、新規性及び進歩性の判

断に有用と思われる先行技術文献を発見することができた。 

なお、以前の検索式によって抽出されスクリーニング済みの案件が再び次の検索式によ

って抽出されると、スクリーニングを重複して行うことになり、サーチ負担が不必要に増

加してしまう。特に抽出件数が多い場合には尚更である。そこで、前の検索式を除外する

ような検索式を立てることが推奨される。例えば、式（５）及び（６）を次の式（５’）及

び（６’）のようにすることが推奨される。 

式（５’）：ＢＡ０２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００－式（４） 

式（６’）：ＢＡ０２＊ＣＡ２２－式（５） 

実際には、次のような検索式を立てることになる。 

式（５’）：ＢＡ０２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００－［ＢＡ０２＊ＢＡ１２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００］ 

式（６’）：ＢＡ０２＊ＣＡ２２－［ＢＡ０２＊ＣＡ２２＊ＧＡ００］ 

 これにより、抽出件数は、それぞれ、１９件及び９７件となり、スクリーニングの負担

が軽減された。 
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８．光学機器の分野のサーチ例 

「２．光学機器の分野について」で説明したように、本書で取扱う光学機器の分野に含

まれる技術は、多岐に亘るので、ＦＩ、Ｆタームを使用して行うサーチにおいて、これら

技術の属するすべての分野に共通する特徴的なサーチ手法を端的に説明することは困難で

ある。そこで、ここでは、代表的な技術であると思われるいくつかの分野に属する実例に

基づくサーチ例を数件紹介し、各サーチ例の具体的な検討を通して、光学機器の分野にお

けるサーチ手法を理解することとする。 

 

実例１：特願２００７－０２５３６４号（２００７年２月５日出願）（特開２００８－１９

１３７４） 

【ＦＩ】Ｇ０２Ｂ ６／４４ ３８１【参考Ｆターム】２Ｈ００１ ＢＢ０９、ＢＢ１０、

ＤＤ０４、ＤＤ０９、ＤＤ２４、ＫＫ０６、ＫＫ０８、ＫＫ１７、ＫＫ２２、ＰＰ０１ 

【発明の名称】光ファイバケーブル 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

外周面に光ファイバ収納溝を有するスロットと、前記光ファイバ収納溝に収納された光フ

ァイバと、前記スロットを覆う止水効果を有する中間層と、前記中間層上に螺旋状に巻回

されたポリオレフィン樹脂からなる押え巻と、前記押え巻上に押出被覆されたポリオレフ

ィン樹脂からなるシースとを備え、前記押え巻と前記シースとは互いに接着されており、

かつ、前記中間層は、外表面に前記押え巻および前記シースに対し離型効果を有する層を

有していることを特徴とする光ファイバケーブル。 

【請求項２】 

前記中間層上に複数本の押え巻がほぼ等間隔で螺旋状に巻回されており、前記各押え巻の

巻ピッチ角θが２５°以上であることを特徴とする請求項１記載の光ファイバケーブル。 

【請求項３】 

前記各押え巻の巻回の間隔が７ｍｍ～１５ｍｍであることを特徴とする請求項２記載の光

ファイバケーブル。 

【請求項４】 

前記押え巻は、１００ｇの荷重を加えた状態で１００℃で３０分間加熱したときの長さ方

向の熱収縮率が１５％以下であることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項記載の

光ファイバケーブル。 

【請求項５】 

前記押え巻および前記シースは、いずれもポリエチレン樹脂からなることを特徴とする請

求項１乃至４のいずれか１項記載の光ファイバケーブル。 

【請求項６】 

中間層は、テープ状止水材の縦添えからなることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか

１項記載の光ファイバケーブル。 

【請求項７】 

テープ状止水材の両側縁の重ね合わせ部が非接着とされていることを特徴とする請求項６

記載の光ファイバケーブル。 
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【要約】 

【課題】リサイクル性に優れた光ファイバケーブルを提供する。 

【解決手段】外周面に光ファイバ収納溝１１を有するスロット１０と、光ファイバ収納溝

１１に収納された光ファイバ心線１２と、スロット１０を覆う止水効果を有する中間層１

４と、中間層１４上に螺旋状に巻回されたポリオレフィン樹脂からなる押え巻１５と、押

え巻１５上に押出被覆されたポリオレフィン樹脂からなるシース１６とを備えた光ファイ

バケーブルであって、押え巻１５とシース１６とは互いに接着されており、かつ、中間層

１４は、外表面に押え巻１５およびシース１６に対し離型効果を有する層を有する。 

【発明の詳細な説明】（一部抜粋） 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、スロット型の光ファイバケーブルに係り、さらに詳しくは、スロット上に止水

効果を有する中間層を備えた光ファイバケーブルに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

一般に、スロット型の光ファイバケーブルは、スロットの外周面に複数の溝を設け、これ

らの溝に光ファイバ心線を落とし込むとともに、その外周に溝内への水の浸入を防止する

目的で止水効果を有する中間層を設け、さらにその外周にシースを施した構造を有する。

中間層は、織布または不織布からなる基材に吸水性樹脂層を形成したテープ状の止水材を、

スロット上に横巻きまたは縦添えすることにより形成され、中間層が、テープ状止水材の

縦添えにより形成される場合は、通常、中間層上に押え巻が施される。 

【０００３】 

一方、近年、地球環境保全に対する関心が高まる中、産業廃棄物のリサイクル化が要望さ

れ、電線・ケーブルにおいても、家電製品や自動車部品などと同様、リサイクル化の動き

が始まりつつある。 

【０００４】 

その中で、上記光ファイバケーブルは、スロットおよびシース材料に非架橋のポリオレフ

ィン樹脂（通常、非架橋のポリエチレン樹脂）が使用されており、リサイクル性の高い電

線・ケーブルとして期待されている。すなわち、スロットおよびシースは、いずれもケー

ブル構成材料の中で比較的大きい体積を占める部材であり、しかも、それらを構成する非

架橋のポリオレフィン樹脂は、架橋された樹脂のように高温での熱分解処理を必要としな

いことから、効率の良いリサイクル材料であると考えられる。 

【０００５】 

しかしながら、上記光ファイバケーブルにおいては、シース下に、織布または不織布から

なる基材に吸水性樹脂層を形成したテープ状の止水材からなる中間層が設けられているた

め、シースが剥ぎ取り難いうえに、剥ぎ取ったシースに中間層を構成する繊維が付着して、

リサイクルするシース材料に不純物として混入するという問題があった。これは、例えば

低密度ポリエチレン樹脂からなるシースを中間層上に被覆する際、低密度ポリエチレン樹

脂の成形温度である約１５０℃～約１９０℃程度まで加熱されて押出被覆されるため、溶

融した低密度ポリエチレン樹脂が止水材の基材の繊維間に入り込んで止水材の繊維とシー
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スとが強固に接着するからである。 

【０００６】 

また、中間層がテープ状の止水材の横巻きにより形成されている場合、止水材を除去する

には、中間層の一部を切断してそこから製造時とは逆方向に巻きを解いていかなければな

らず、作業に多大な負荷と時間を要するという問題があった。一方、中間層がテープ状の

止水材の縦添えにより形成されている場合、その上に押え巻が施されており、使用する押

え巻の材質や形態によっては、その切断や除去が困難で、また、そのためにリサイクルす

るシース材料などに不純物として混入するおそれもあった。 

【選択図】図１ 

 

 

 本願発明は、光ファイバケーブルの発明であり、公開公報に付与されているＦＩ及びテ

ーマコードから、対応するＦタームのテーマコードが、２Ｈ００１であることが分かる。

したがって、２Ｈ００１のＦタームを選択することとなるが、Ｆタームの選択に際しては、

各Ｆタームを正確に理解する必要がある。そのため、図１７に示されるようなパテントマ

ップガイダンスの画面において、Ｆターム紹介欄に２Ｈ００１を入力するとともに、Ｆタ

ームリストに代え、Ｆターム解説にチェックを入れて、照会を行う。これにより、図２０

に示されるような２Ｈ００１におけるＦタームの解説を得ることができる。 

このようなＦタームの解説には、対応するＦＩカバー範囲、ＦＩと観点との関係、参考

文献、フリーワードの付与に関する情報、Ｆタームを付与する際の方向性、参照図面の採

用基準、各Ｆタームの説明等が含まれている。なお、英文のＦタームの解説では、ＡＡ、

ＢＢ等の観点についての解説が抜けているが、ＡＡ、ＢＢ等の観点をクリックすると、そ

の観点に含まれるＡＡ００、ＡＡ０１等のＦタームについての詳細な解説のリストが表示

される。したがって、観点の理解が不十分であっても、このリストによって各Ｆタームを

理解することができる。 

続いて、図２１に示されるようなＦタームリストを取得し、該Ｆタームリストを参照し

て、本願発明の先行技術をサーチするためのＦタームを選択する。Ｆタームリストは、図

１７に示されるようなパテントマップガイダンスの画面において、Ｆターム紹介欄に２Ｈ
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００１を入力するとともに、Ｆタームリストにチェックを入れて照会を行うことによって

も取得することができるし、図２０に示されるようなＦタームの解説に含まれる「Ｆター

ムリストテーブル（データシート）」の箇所をクリックすることによっても、取得すること

ができる。なお、Ｆタームの選択は、前述したＡＡ、ＢＢ等の観点をクリックすることに

よって得ることができるＡＡ００、ＡＡ０１等のＦタームについての詳細な解説のリスト

を参照することによって行ってもよいが、図２１に示されるようなＦタームリストを参照

すると、該当テーマに含まれるすべてのＦタームを俯瞰しながら行うことが可能となるの

で、バランスの取れた選択を行うことができる。 

 そこで、請求項１に含まれる各構成要素にＦタームを対応させると、次のようになる。 

 

図２０ 
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請求項１：外周面に光ファイバ収納溝（ＢＢ０７）を有するスロットと、前記光ファイバ

収納溝に収納された光ファイバ（ＢＢ０７）と、前記スロットを覆う止水効果（ＤＤ３５）

を有する中間層（ＤＤ２３）と、前記中間層上に螺旋状に巻回されたポリオレフィン樹脂

（ＫＫ１７）からなる押え巻（ＤＤ２３）と、前記押え巻上に押出被覆されたポリオレフ

ィン樹脂（ＫＫ２２）からなるシース（ＤＤ２３）とを備え、前記押え巻と前記シースと

は互いに接着されており、かつ、前記中間層は、外表面に前記押え巻および前記シースに

対し離型効果を有する層を有していることを特徴とする光ファイバケーブル。 

なお、その他の請求項については、説明を省略する。 
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図２１ 
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Ｆタームの選択は、原則として、請求項に記載された構成要素に基づいて行われる。も

っとも、拒絶理由を通知した後に出願人が行う補正により、請求項が限定されるであろう

ことを考慮すると、実施例に記載された具体的な事項に基づいて行うことも考えられる。

しかし、あまりに具体的な事項に対応したＦタームを選択すると、比較的近似した内容を

含む先行技術の抽出漏れが起きる可能性がある。つまり、具体的な事項に対応し、多くの

ドットが付与された下位の階層のＦタームを選択すると、検索されない先行技術が増える

恐れがある。その一方で、上位の階層のＦタームを選択すると、抽出される先行技術の件

数が多くなり、スクリーニングの労力が過大になる恐れがある。したがって、適切な階層

のＦタームを選択することが望ましいが、実際に適切な階層のＦタームを選択するには、

当該分野でのサーチにある程度習熟する必要がある。ここでは、これらの事柄を考慮した

上で、経験に基づき、上記のようなＦタームを選択した。 

 続いて、検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。まず、次の式（１）を立ててサーチを

行った。 

式（１）：ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊ＤＤ３５＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２ 

抽出件数は、５５件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（１）から「ＤＤ３５」を外した検索式（２）を立てた。 

式（２）：ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊     ＫＫ１７＊ＫＫ２２－式（１） 

   ＝ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２－［ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊ＤＤ３５＊

ＫＫ１７＊ＫＫ２２］ 

抽出件数は、８３件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（２）から「ＤＤ２３」を外した検索式（３）を立てた。 

式（３）：ＢＢ０７＊          ＫＫ１７＊ＫＫ２２－式（２） 

   ＝ＢＢ０７＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２－［ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２］ 

抽出件数は、８２件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開２

００６－２５８８８９号公報（刊行物１）を発見することができた。 

 続いて、式（２）における「ＤＤ２３」を上位の階層の「ＤＤ２１」に変更した検索式

（４）を立てた。 

式（４）：ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊     ＫＫ１７＊ＫＫ２２－式（１） 

   ＝ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２－［ＢＢ０７＊ＤＤ２３＊ＤＤ３５＊

ＫＫ１７＊ＫＫ２２］ 

抽出件数は、９６件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（４）から「ＫＫ２２」を外した検索式（５）を立てた。 

式（５）：ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊      ＫＫ１７－式（４） 

   ＝ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊ＫＫ１７－［ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２］ 

抽出件数は、１３３件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見する

ことができなかった。 

 続いて、式（４）から「ＫＫ１７」を外した検索式（６）を立てた。 
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式（６）：ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊      ＫＫ２２－式（４） 

   ＝ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊ＫＫ２２－［ＢＢ０７＊ＤＤ２１＊ＫＫ１７＊ＫＫ２２］ 

抽出件数は、１４２件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開

２００２－２４３９９９号公報（刊行物２）を発見することができた。 

 

刊行物１：特開２００６－２５８８８９号公報（２００６年９月２８日公開） 

【発明の名称】光ファイバケーブル 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

光ファイバ収納溝を外周面に有するスロットと、 

前記光ファイバ収納溝内に収納された光ファイバと、 

前記スロットに縦添えされて前記スロットを覆う中間層と、 

前記中間層の上に間隔をおいて螺旋状に巻回された押え巻きと、 

前記押え巻の上から前記スロットを被覆するシースと 

を備え、 

前記押え巻と前記シースは互いに接着している構造を有する 

ことを特徴とする光ファイバケーブル。 

【請求項２】 

前記シースと前記押え巻は、熱可塑性物質から構成されていることを特徴とする請求項１

に記載の光ファイバケーブル。 

【請求項３】 

前記シースと前記押え巻は同一物質から構成されていることを特徴とする請求項１又は請

求項２に記載の光ファイバケーブル。 

【請求項４】 

前記シースと前記押え巻はポリエチレンからなることを特徴とする請求項１乃至請求項３

のいずれか１つに記載の光ファイバケーブル。 

【請求項５】 

前記シースと前記押え巻の接着力は０．５Ｎ／ｍｍ以上であることを特徴とする請求項１

乃至請求項４のいずれかに記載の光ファイバケーブル。 

【請求項６】 

前記シースと押え巻は、前記押え巻に刃物を到達させずに前記シースの一部を切断した状

態で前記シースの切断端を把持して前記シースを長手方向に引き裂いた場合に前記押え巻

も破断する構造を有していることを特徴とする請求項１乃至請求項５のいずれか１つに記

載された光ファイバケーブル。 

【請求項７】 

前記押え巻は、２５Ｎ以下の引っ張り破断強度を有することを特徴とする請求項１乃至請

求項６のいずれか１つに記載の光ファイバケーブル。 

【請求項８】 

前記スロットと前記中間層の間に、前記スロットに間隔を開けて螺旋状に巻回された第２

の押え巻をさらに有することを特徴とする請求項１乃至請求項７のいずれか１つに記載の
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光ファイバケーブル。 

【請求項９】 

前記スロット上で前記第２の押え巻の巻回の間隔が５ｍｍ以上であることを特徴とする請

求項８に記載の光ファイバケーブル。 

【請求項１０】 

前記スロットと前記第２の押え巻の間における静止摩擦係数が０．５以下であることを特

徴とする請求項８又は請求項９に記載の光ファイバケーブル。 

【要約】 

【課題】縦添えされた中間層を採用する場合に解体作業を従来よりも容易に行うことがで

きる光ファイバケーブルを提供すること。 

【解決手段】光ファイバ収納溝２を外周面に有するスロット３と、光ファイバ収納溝２内

に収納された光ファイバ１と、スロット３に縦添えされてスロット３を覆う中間層４と、

中間層４の上に間隔をおいて螺旋状に巻回された押え巻き５と、押え巻５の上からスロッ

ト３を被覆するシース６とを備え、押え巻５とシース６は互いに接着している構造を有す

る。 

【選択図】図２ 

 

刊行物２：特開２００２－２４３９９９号公報（２００２年８月２８日公開） 

【発明の名称】光ファイバケーブル 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 溝に光ファイバ心線を収納してなるスロット上に、織布または、不織布を基

材して吸水樹脂を設けた止水材からなる止水層が施され、さらにシース層が被覆されてな

る光ケーブルであって、前記止水層とシース層との間には、止水層とシース層との融着を

防止する融着防止層が介在していることを特徴とする光ケーブル。 

【請求項２】 止水材の基材は、ポリエステル系樹脂繊維の不織布からなる請求項１記載の



 

 

 - 37 - 

光ケーブル。 

【請求項３】 シース層と融着防止層とは、同じポリエチレンからなる請求項１、または請

求項２記載の光ケーブル。 

【請求項４】 シース層と融着防止層とは、直鎖状低密度ポリエチレンからなる請求項３記

載の光ケーブル。 

【請求項５】 融着防止層と止水層とは融着しておらず、かつシース層と融着防止層とは融

着してなる請求項３、または請求項４記載の光ケーブル。 

【要約】 

【課題】本発明は、シース層に使用される材料をリサイクルしやすくした光ケーブルに関

し、その目的は、止水層とシース層との分離を容易にして解体を容易にした光ケーブルを

提供することである。 

【解決手段】上記課題は、溝に光ファイバ心線を収納してなるスロット上に、織布または、

不織布を基材して吸水樹脂層を設けてなる止水材からなる止水層が施され、さらにシース

層が被覆されてなる光ケーブルであって、前記止水層とシース層との間には、止水層とシ

ース層との融着を防止する融着防止層が介在した光ケーブルによって解決される。特に、

シース層と融着防止層とは、直鎖状低密度ポリエチレンを用いることが好ましい。 

【選択図】図１ 

 

 

 

実例２：特願２００５－３５４５４２号（２００５年１２月８日出願）（特開２００７－１

５６２９５） 

【ＦＩ】Ｇ０２Ｆ １／３３５、Ｇ０２Ｆ １／３３５ ５２０、Ｇ０２Ｆ １／１３３

５７、Ｇ０２Ｆ １／１３ ５０５ 【参考Ｆターム】２Ｈ０８８ ＥＡ１３、ＥＡ２０、

ＥＡ２３、ＨＡ２５、ＨＡ２８、ＭＡ０４、ＭＡ０６、ＭＡ２０ ２Ｈ０９１ ＦＡ１７

Ｘ、ＦＡ２９Ｚ、ＦＡ４５Ｚ、ＦＤ０６、ＦＤ１２、ＬＡ１７、ＬＡ１８、ＬＡ３０、Ｍ

Ａ０３、ＭＡ０７ 

【発明の名称】発光表示装置 
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【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

視線に対して傾斜して配置された反射部材上で視認される虚像が前記視線に対して垂直な

面上に結像するように、前記反射部材により反射された視線に対して傾斜して配置された

液晶ディスプレイの背後からバックライトの照明光を照射して、前記液晶ディスプレイに

表示された表示像の像光を前記反射部材に向けて出射させる発光表示装置において、 

前記バックライトはその発光面が前記反射部材により反射された視線に対して垂直に位置

するように配置され、 

前記バックライトと前記液晶ディスプレイとの間には、前記発光面から出射される前記照

明光の光束が前記液晶ディスプレイの内側に収まり、かつ、前記液晶ディスプレイを透過

して前記表示像の像光となった前記照明光の光束が前記反射部材の内側に収まるように、

前記照明光の光束を収束させる集束レンズ部材が配置されている、 

ことを特徴とする発光表示装置。 

【請求項２】 

前記集束レンズ部材は複数の集束レンズを平面上に配列したアレイ状に構成されている請

求項１記載の発光表示装置。 

【請求項３】 

前記バックライトは複数の点光源を平面上に配列して構成されており、前記各集束レンズ

は前記各点光源と光軸を合致させて配置されている請求項２記載の発光表示装置。 

【要約】 

【課題】反射部材で反射された視線に対して液晶ディスプレイが傾斜して配置されており、

それにより、液晶ディスプレイが反射部材に対して平行に配置されていない場合であって

も、バックライトからの照明光を効率よく利用し、液晶ディスプレイに表示された表示像

の虚像を反射部材上で十分かつ均一な輝度で視認させること。 

【解決手段】凹面鏡３による反射後の視線Ｌ″に対して多少傾斜した位置関係で配置した

液晶ディスプレイ１１の背後に、凹面鏡３による反射後の視線Ｌ″に対して垂直な面上に

位置するようにバックライト１３及び集束レンズ部材１５を配置して、バックライト１３

からの照明光の光束が液晶ディスプレイ１１の範囲内に収まるように集束レンズ部材１５

によって収束させる構成とした。 

【発明の詳細な説明】（一部抜粋） 

【技術分野】 

【０００１】 

 本発明は、背後のバックライトからの照明光の透過により液晶ディスプレイから出射さ

れる表示像の像光を反射部材により反射させて視認させる発光表示装置に関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

 例えば車両においては、ウィンドシールドの前方の風景と重畳させて各種情報をドライ

バに視認させるために、ダッシュボード内の液晶ディスプレイからの表示像の像光をウィ

ンドシールドやその手前に配置したコンバイナによりドライバ側に反射させて、ウィンド

シールドやコンバイナ上において表示像の虚像を視認させるヘッドアップディスプレイが
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用いられる。 

【０００３】 

 また、車両においては、運転中の視線移動の際に焦点距離が大きく変化して目に大きな

負担が掛からないように、コンビネーションメータで実像表示している情報を、虚像表示

型の表示装置で視認させるケースがある。 

【０００４】 

 このような虚像表示型の表示装置においては、ダッシュボード内において、液晶ディス

プレイからの表示像の像光を反射ミラーで１乃至複数回反射させた後にドライバに視認さ

せており、この反射ミラーによる像光の反射によって光路長を稼ぐことにより焦点距離を、

ウィンドシールド越しに前方の風景を視認する際の焦点距離に近づけている。 

【選択図】図１０ 

 

 

 

 本願発明は、液晶ディスプレイを使用した発光表示装置の発明であり、公開公報に付与

されているＦＩ及びテーマコードから、対応するＦタームのテーマコードが、２Ｈ０８８

及び２Ｈ０９１の２つであることが分かる。なお、２Ｈ０９１は２Ｈ１９１に変更されて

いる。「２．光学機器の分野について」で説明した図２～８に示される表を見ても分かるよ

うに、液晶に関連するテーマコードが数多く存在し、しかも、その多くについてリストの

再作成が行われている。これは、液晶ディスプレイが近年になって急速に発展し、関連製

品の売り上げが急増し、それに伴って関連技術の開発が活発化し、その結果として、特許

出願件数及び特許公報発行件数が急増したためである。したがって、本願発明が液晶に関

連した技術分野に属するものである場合には、複数のテーマコードについてＦタームサー

チを行う必要があることが多い。また、２Ｈ０９１が２Ｈ１９１に変更されたように、リ

ストの再作成に際してテーマコードが変更されている場合もある。なお、本願発明は、説

明の便宜上選択された事例であるので、テーマコード数が比較的少なくなっているが、よ
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り多くのテーマコードについてＦタームサーチを行う必要がある案件は、決して珍しくな

い。 

 さらに、２Ｈ０９１及び２Ｈ１９１では、一部の観点、例えば、観点ＦＡのＦタームに

は「６．Ｆタームの概要」で説明した付加コードが付与されている。したがって、２Ｈ０

９１及び２Ｈ１９１のＦターム解説を参照して、付加コードについて理解する必要がある。

ここでは、Ｆターム解説の図示は省略する。 

また、実際にＦタームサーチを行うに当たっては、本願発明に対応するＦタームのテー

マコードが付与されていないこともあるが、その場合には、本願発明の属するＩＰＣに基

づき、図２～８に示されるような表を参照してテーマコードを選択する必要がある。その

際に留意すべきことは、各テーマコードに対応するＩＰＣが細かく分かれて分散している、

逆の観点から言うと、各ＩＰＣのグループに対応するテーマコードが細かく分かれて分散

している、ということである。これは、Ｆタームが、そもそも、ＩＰＣを補完すべきサー

チツールとして開発されたものである、という経緯からすれば当然のことである。したが

って、本願発明のような液晶に関連する分野のＦタームサーチを行う際には、くれぐれも

慎重にテーマコードを選択することが肝要である。 

本願の請求項１に含まれる各構成要素に２Ｈ０８８及び２Ｈ１９１のテーマコードのＦ

タームを対応させると、次のようになる。なお、２Ｈ０８８及び２Ｈ１９１のＦタームリ

ストの表示は省略する。 

 

請求項１：視線に対して傾斜して配置された反射部材（２Ｈ０８８：ＨＡ２１、２Ｈ１９

１：ＦＡ３１）上で視認される虚像（２Ｈ０８８：ＥＡ２３、２Ｈ１９１：ＭＡ０３）が

前記視線に対して垂直な面上に結像するように、前記反射部材により反射された視線に対

して傾斜して配置（２Ｈ１９１：ＦＤ０８）された液晶ディスプレイの背後からバックラ

イト（２Ｈ０８８：ＨＡ２８、２Ｈ１９１：ＦＡ８１）の照明光を照射して、前記液晶デ

ィスプレイに表示された表示像の像光を前記反射部材に向けて出射させる発光表示装置に

おいて、 

前記バックライトはその発光面が前記反射部材により反射された視線に対して垂直に位置

するように配置（２Ｈ１９１：ＦＤ１６）され、 

前記バックライトと前記液晶ディスプレイとの間には、前記発光面から出射される前記照

明光の光束が前記液晶ディスプレイの内側に収まり、かつ、前記液晶ディスプレイを透過

して前記表示像の像光となった前記照明光の光束が前記反射部材の内側に収まるように、

前記照明光の光束を収束させる集束レンズ部材が配置（２Ｈ０８８：ＭＡ０６、２Ｈ１９

１：ＬＡ２４）されている、 

ことを特徴とする発光表示装置。 

なお、その他の請求項については、説明を省略する。 

Ｆタームの選択は、実例１について説明したのと同様の事柄を考慮した上で、経験に基

づき、上記のようなＦタームを選択した。 

 まず、２Ｈ０８８について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（１）を立て

てサーチを行った。 

式（１）：ＥＡ２３＊ＨＡ２１＊ＨＡ２８＊ＭＡ０６ 
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抽出件数は、２２件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開平

１１－３３８３６６号公報（刊行物１）を発見することができた。 

 続いて、式（１）から「ＭＡ０６」を外した検索式（２）を立てた。 

式（２）：ＥＡ２３＊ＨＡ２１＊ＨＡ２８－式（１） 

   ＝ＥＡ２３＊ＨＡ２１＊ＨＡ２８－［ＥＡ２３＊ＨＡ２１＊ＨＡ２８＊ＭＡ０６］ 

抽出件数は、１０６件であった。スクリーニングの結果、その他の有用な先行技術文献を

発見することができなかった。 

 続いて、式（２）から「ＥＡ２３」を外した検索式（３）を立てた。 

式（３）：     ＨＡ２１＊ＨＡ２８－式（２） 

   ＝ＨＡ２１＊ＨＡ２８－［ＥＡ２３＊ＨＡ２１＊ＨＡ２８］ 

抽出件数は、３８９７件であった。スクリーニング不能なので、サーチを終了した。 

次に、２Ｈ１９１について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（４）を立てて

サーチを行った。 

式（４）：ＦＡ３１＊ＦＡ８１＊ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４ 

抽出件数は、０件であった。 

 続いて、式（４）から「ＦＡ３１」を外した検索式（５）を立てた。 

式（５）：     ＦＡ８１＊ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４－式（４） 

   ＝ＦＡ８１＊ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４－［ＦＡ３１＊ＦＡ８１＊

ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４］ 

抽出件数は、０件であった。 

 続いて、式（５）から「ＦＡ８１」を外した検索式（６）を立てた。 

式（６）：          ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４－式（５） 

   ＝ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４－［ＦＡ８１＊ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊

ＭＡ０３＊ＬＡ２４］ 

抽出件数は、５件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見すること

ができなかった。 

 続いて、式（６）から「ＦＤ０８」及び「ＦＤ１６」を外した検索式（７）を立てた。 

式（７）：                    ＭＡ０３＊ＬＡ２４－式（６） 

   ＝ＭＡ０３＊ＬＡ２４－［ＦＤ０８＊ＦＤ１６＊ＭＡ０３＊ＬＡ２４］  

抽出件数は、１３０件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開

平０９－１５９９８６号公報（刊行物２）を発見することができた。 

 

刊行物１：特開平１１－３３８３６６号公報（１９９９年１２月１０日公開） 

【発明の名称】車両用ヘッドアップディスプレイ 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 車両の車室内にてフロントウインドシールド（Ｗ）の下方に位置するインス

トルメントパネル（Ｉ）の裏面側にて配設された光源系統（Ｌ）と、前記インストルメン

トパネルの裏面側にて前記光源系統の前側に配設された液晶パネルであって前記光源系統

からの光を透過されて表示情報を表示光として出射する液晶パネル（Ｐ）と、前記インス

トルメントパネルの裏面側にて前記液晶パネルの前側に配設された反射光学系であって前
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記液晶パネルから表示光を入射されて前記インストルメントパネルの上壁開口部（Ｉ１）

を通し前記フロントウインドシールドの適所に向け反射する反射光学系（Ｍ１、Ｍ２）と

を備えて、前記フロントウインドシールドが前記反射光を反射し前記表示情報を虚像とし

て表示するようにした車両用ヘッドアップディスプレイであって、前記光源系統は、光を

出射する光源素子であってその前部（１０ａ）からの出射光を前記液晶パネルに直接入射

する光源素子（１０）と、この光源素子の背部側に配設されて当該光源素子の背部からの

出射光を前記液晶パネルに入射させるように反射するリフレクタ（２０）とを備えて、前

記リフレクタは、前記光源素子の背部側上部（１２ｂ）からの出射光をほぼ漏れなく反射

するように当該背部側上部に対向して位置する断面放物線状放物面壁部（２２）と、前記

光源素子の背部部分（１２ｃ）からの出射光をほぼ漏れなく反射するように当該背部部分

に対向して位置する断面円弧状球面壁部（２１）とを備える車両用ヘッドアップディスプ

レイ。 

【請求項２】 前記断面放物線状放物面壁部及び断面円弧状球面壁部が、共に、前記光源素

子との共通の光軸（Ｓ）上に焦点を有することを特徴とする請求項１に記載の車両用ヘッ

ドアップディスプレイ。 

【請求項３】 前記断面放物線状放物面壁部の上下方向端の間の前記焦点を中心とする角度

が２０乃至３５度の範囲内の値であることを特徴とする請求項２に記載の車両用ヘッドア

ップディスプレイ。 

【請求項４】 前記光源素子と前記液晶パネルとの間に介装されて前記光源素子の前部から

の出射光及び前記リフレクタの反射光を平行光に変換して前記液晶パネルに入射する凸レ

ンズ（３０）を備えており、前記断面放物線状放物面壁部が、半放物面壁部であり、前記

断面円弧状球面壁部が半球面壁部であることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一つ

に記載の車両用ヘッドアップディスプレイ。 

【要約】 

【目的】 リフレクタの形状に工夫を凝らし、ランプ等の光源素子の光の利用率をより一層

向上するようにした車両用ヘッドアップディスプレイを提供する。 

【解決手段】 リフレクタ２０の 反射壁２０ａは半球面壁部２１及び半放物面壁部２２に

より一体に形成されている。半放物面壁部２２は、反射壁２０ａの上部を構成しており、

この半放物面壁部２２は、ランプ１０のランプ部１２の背部側上部に対向している。一方、

半球面壁部２１は、反射壁２０ａのうち半放物面壁部２２以外の部分を構成しており、こ

の半球面壁部２１は、ランプ部１２の背部のうち上記背部側上部以外の背部部分に対向し

ている。 
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【選択図】図４ 

 

刊行物２：特開平９－１５９９８６号公報（１９９７年６月２０日公開） 

【発明の名称】車両用情報表示装置 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 照明光源からの照明光を液晶表示器を介してドライバーのアイポイントに向

けて反射させる透明反射板に投影することにより、前記液晶表示器に表示された車両情報

をドライバー前方の空中に結像されている様にドライバーに視認させるヘッドアップディ

スプレイ装置において、多数の小レンズ部が連設されたレンズ板を前記照明光源と液晶表

示器との間に配設したことを特徴とする車両用情報表示装置。 

【要約】 

【課題】照明光源からの照明光の従来無駄になっていた光も有効に利用できる車両用情報

表示装置を提供すること。 

【解決手段】バルブ１３からの照明光を液晶表示器１５を介してドライバーの前方からド

ライバーのアイポイントＥＰに向けて投影することにより、液晶表示器１５に表示された

文字・図形等の車両情報をドライバー前方の空中に結像されている様にドライバーに視認

させる様にした車両用表示装置において、多数の小レンズ部５１，５２が連設されたレン

ズ板５０をバルブ１３と液晶表示器１５との間に配設した車両用情報表示装置。 
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【選択図】図１ 

 

 

実例３：特願２００４－１３０８８０号（２００４年４月２７日出願）（特開２００５－３

１５９３７） 

【ＦＩ】Ｇ０２Ｂ ２３／１８、Ｇ０２Ｂ ７／０４ Ｄ、Ｇ０２Ｂ ７／０６ Ｚ【参

考Ｆターム】２Ｈ０３９ ＡＡ０４、ＡＢ４５、ＡＢ４７ ２Ｈ０４４ ＢＤ０６、ＢＤ

１０ 

【発明の名称】双眼鏡目当て機構 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

左右の鏡筒の接眼側端部に接眼枠が設けられ、これらの接眼枠に固定枠が設けられ、これ

らの固定枠にカムピンが設けられ、前記固定枠に目当て環が回転自在に、かつ光軸方向に

スライド自在に嵌合されるとともに、目当て環に備えたガイド溝が前記カムピンに嵌め込

まれ、 

前記目当て環を、前記光軸を中心にして回転した際に、前記カムピンの案内により、目当

て環を光軸方向にスライドさせ、かつ光軸方向の所定位置に段階的に固定するように前記

ガイド溝が形成されたことを特徴とする双眼鏡目当て機構。 

【要約】 

【課題】 観測者の状況に合わせた位置に、目当て環を配置することができる双眼鏡目当て

機構を提供する。 

【解決手段】 双眼鏡目当て機構２０は、左右の鏡筒１１，１２の接眼側端部に接眼枠１７，
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１８が設けられ、接眼枠１７，１８に固定枠２５が設けられ、固定枠２５にカムピン２６

が設けられ、固定枠２５に目当て環２８が回転自在に、かつ光軸２９方向にスライド自在

に嵌合されるとともに、目当て環２８に備えたガイド溝３０がカムピン２６に嵌め込まれ、

目当て環２８を回転した際に、カムピン２６の案内により、目当て環２８を光軸２９方向

にスライドさせ、かつ光軸２９方向の所定位置Ｐ１～Ｐ３に段階的に固定するようにガイ

ド溝３０が形成されている。 

【発明の詳細な説明】（一部抜粋） 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、左右の鏡筒の接眼部側に目当て環を備えた双眼鏡目当て機構に関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

従来より、双眼鏡には、一般に左右の鏡筒の接眼部側に目当て機構が設けられている。こ

の目当て機構は、環状の目当て環を左右の鏡筒の接眼部側に備え、この目当て環を接眼レ

ンズから離れた方向に、すなわち使用者の手前側に突出可能に構成されている。 

使用者が双眼鏡を覗く際に、目当て環を接眼レンズから離れた方向に突出させて、使用者

の目の周囲に、目当て環を接触させて、接眼レンズと使用者の目との間隔を良好に保つ。 

【０００３】 

ここで、使用者が眼鏡を使用している場合には、双眼鏡を使用する際に、目当て環が眼鏡

に接触して接眼レンズと使用者の目との間隔が離れすぎてしまう。 

このため、目当て環は、通常、光軸を中心にした回転操作により、接眼レンズに近づける

方向や、接眼レンズから離れる方向に移動可能に構成されている。 
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【選択図】図２ 

 

 本願発明は、双眼鏡が備える目当て機構の発明であり、公開公報に付与されているＦＩ

及びテーマコードから、対応するＦタームのテーマコードが、２Ｈ０３９及び２Ｈ０４４

の２つであることが分かる。「７．ＦＩ、Ｆタームを使用したサーチ例」で説明した図１６

のようなパテントマップガイダンスシステム（ＰＭＧＳ）を観ると、Ｇ０２Ｂ２３／００

～２３／２２が２Ｈ０３９に対応し、Ｇ０２Ｂ２３／２４～２３／２６が２Ｈ０４４に対

応していることが分かる。その他の注意点については、実例１及び２における説明と同様

である。 

本願の請求項１に含まれる各構成要素に２Ｈ０３９及び２Ｈ０４４のテーマコードのＦ

タームを対応させると、次のようになる。なお、２Ｈ０３９及び２Ｈ０４４のＦタームリ

ストの表示は省略する。 

 

請求項１：左右の鏡筒の接眼側端部に接眼枠（２Ｈ０３９：ＡＢ４７）が設けられ、これ

らの接眼枠に固定枠が設けられ、これらの固定枠にカムピン（２Ｈ０４４：ＢＤ０６）が

設けられ、前記固定枠に目当て環が回転自在に、かつ光軸方向にスライド自在に嵌合され
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るとともに、目当て環に備えたガイド溝が前記カムピンに嵌め込まれ、 

前記目当て環を、前記光軸を中心にして回転した際に、前記カムピンの案内により、目当

て環を光軸方向にスライド（２Ｈ０３９：ＡＢ４５、２Ｈ０４４：ＢＤ１０）させ、かつ

光軸方向の所定位置に段階的に固定するように前記ガイド溝が形成されたことを特徴とす

る双眼鏡（２Ｈ０３９：ＡＡ０４）目当て機構。 

Ｆタームの選択は、実例１について説明したのと同様の事柄を考慮した上で、経験に基

づき、上記のようなＦタームを選択した。 

 まず、２Ｈ０３９について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（１）を立て

てサーチを行った。 

式（１）：ＡＡ０４＊ＡＢ４５＊ＡＢ４７ 

抽出件数は、９件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見すること

ができなかった。 

 続いて、式（１）から「ＡＡ０４」を外した検索式（２）を立てた。 

式（２）：     ＡＢ４５＊ＡＢ４７－式（１） 

   ＝ＡＢ４５＊ＡＢ４７－［ＡＡ０４＊ＡＢ４５＊ＡＢ４７］ 

抽出件数は、１０件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（２）から「ＡＢ４５」を外した検索式（３）を立てた。 

式（３）：          ＡＢ４７－式（２） 

   ＝ＡＢ４７－［ＡＢ４５＊ＡＢ４７］ 

抽出件数は、１７２件であった。スクリーニングの結果、 

有用な先行技術文献として特開平７－０４３６１６号公報（刊行物１）を発見することが

できた。 

次に、２Ｈ０４４について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（４）を立て

てサーチを行った。 

式（４）：ＢＤ０６＊ＢＤ１０ 

抽出件数は、５３０件であった。スクリーニング不能なので、サーチを終了した。 

 

刊行物１：特開平７－０４３６１６号公報（１９９９年１２月１０日公開） 

【発明の名称】光学機器 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 光学機器の接眼レンズ部に、筒状のアイカップ部材を摺動自在に嵌挿すると

ともに、そのアイカップ部材を観察者とは反対側にバネ部材によって付勢し、接眼レンズ

と前記アイカップ部材の距離を、少なくとも二か所の位置で一定に保持する係止手段を設

け、該係止手段は、接眼レンズの光軸方向に二か所以上の係止部を設けたカムとカムピン

とから構成したことを特徴とする光学機器。 

【要約】 

【目的】 従来のゴムを折りたたむ形式のアイカップの欠点であったゴムの変形によって眼

の瞳位置が不安定になることがなく、小さな力で伸縮が容易に行える光学機器を提供する。 

【構成】 接眼部に摺動自在に嵌挿したアイカップを観察者とは反対方向にバネで付勢して
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通常は収納状態としておき、使用を開示するときに観察者が自分に適した引き出し位置に

アイカップを引き出す。引き出されたアイカップはカムとカムピンによって、バネによる

付勢力の方向と回転方向のみを係止するようにしたことを特徴とする。 

【選択図】図１ 

 

 

実例４：特願２００４－２３４６５９号（２００４年８月１１日出願）（特開２００６－０

５３３３０） 

【ＦＩ】Ｇ０３Ｂ １７／０８、Ｇ０３Ｂ １７／５６ Ｈ、Ｈ０４Ｎ ５／２２５ Ｅ 

【参考Ｆターム】２Ｈ１０１ ＣＣ０１、ＣＣ５２、ＣＣ５４ ２Ｈ１０５ ＤＤ０７、

ＥＥ０７ ５Ｃ１２２ ＤＡ０３、ＤＡ０４、ＥＡ０２、ＧＥ０９、ＧＥ２１ 

【発明の名称】カメラ用防水ケース 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

ケース本体とケース本体に水密に装着される蓋とからなり、カメラを外部から操作可能に

収容するカメラ用防水ケースにおいて、 

前記ケース本体と蓋とのいずれか一方に、蓋を装着したときの合わせ目を水密状態に保つ

水密部材を設け、かつ前記ケース本体と蓋との少なくともいずれか一方の前記水密部材に

対面する少なくとも一部に、透明で表面側が曲面状に膨出した防水確認窓を設けたことを

特徴とするカメラ用防水ケース。 

【請求項２】 

前記水密部材はＯリングであり、前記防水確認窓はＯリングのほぼ全周が透視可能なシリ

ンドリカルレンズであることを特徴とする請求項１記載のカメラ用防水ケース。 

【要約】 

【課題】 水密部材の蓋或いはケース本体によって挟持される部分（挟持部）に付着した髪

の毛やゴミなどの異物に気付き易いカメラ用防水ケースを提供する。 

【解決手段】 内部に撮影機器を収納可能なカメラ用防水ケース２をケース本体５と、ケー
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ス本体５に装着される蓋６と、蓋６に形成された溝６ａに嵌め込まれるＯリング７とから

構成する。なお、ケース本体５及び蓋６は、透明なプラスチックからなる。蓋６の縁部に、

透明で表面側が曲面状に膨出した凸レンズの効果を有する防水確認窓５８を設ける。これ

により、防水確認窓５８を通して視認した挟持部が拡大して見える。よって、挟持部に付

着した異物に気付き易くなる。 

【発明の詳細な説明】（一部抜粋） 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、撮影機器を水密に収納するカメラ用防水ケースに関するものである。 

【背景技術】 

【０００２】 

デジタルカメラやデジタルビデオカメラ等の撮影機器での水中撮影の際には、撮影機器を

水密に収納するカメラ用防水ケースが広く用いられる。従来から知られているカメラ用防

水ケースの一般的な構造を図６に示す。このカメラ用防水ケース１００は、箱型を呈する

透明なケース本体１０１に対して同じく透明な蓋１０２を装着し、ケース本体１０１と蓋

の１０２との間にＯリング１０３を挟持させることで、ケース内部にデジタルカメラ１０

５を収納可能となっている。Ｏリング１０３は弾性体であり、ケース本体１０１に蓋１０

２を装着する際に挟持されることで変形し、ケース本体１０１及び蓋１０２に密着するこ

とによりカメラ用防水ケース１００内部の水密性を高めている。さらに、ケース内部に漏

水を検知する漏水センサを設けたものがある。さらに近年、漏水を防ぐために様々な手段

が考案されており、Ｏリング１０３を２重に配置し、その間に漏水センサを設ける方法等

が提案されている。 

 

【選択図】図１ 

 

 

 本願発明は、カメラ用防水ケースの発明であり、公開公報に付与されているＦＩ及びテ

ーマコードから、対応するＩＰＣのサブクラスが光学機器に関連するＧ０３Ｂのみならず
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Ｈ０４Ｎをも含み、その結果、対応するＦタームのテーマコードが、２Ｈ１０１及び２Ｈ

１０５のみならず、５Ｃ１２２をも含むものであることが分かる。ＩＰＣのサブクラスＨ

０４Ｎのタイトルは「画像通信、例、テレビジョン」というものであり、さらにサブグル

ープ５／２２５は「テレビジョンカメラ」である。これに対して、Ｇ０３Ｂは写真に関す

るサブクラスであり、メイングループ１７／００は、「カメラ又はカメラ本体の細部；その

付属品」である。 

従来、単にカメラと言えば、いわゆる銀塩フイルムを使用するカメラのみを意味し、そ

の付属品であるカメラ用防水ケースに関する発明は、Ｇ０３Ｂ１７／００又はそのサブグ

ループのみに分類されていた。しかし、近年では、デジタル技術の発展に伴い、カメラと

言えば、むしろデジタルカメラを意味するように変化し、さらに、一般に市販されている

デジタルカメラであっても、静止画のみならず動画も撮影可能なものが増加している。そ

のため、本願発明の「背景技術」の項にも記載されているように、現在では、単にカメラ

と言えば、いわゆるビデオカメラの機能をも備えている、と考えるほうがむしろ自然であ

る。したがって、本願発明のようなカメラに関連する分野のＦタームサーチを行う際には、

「テレビジョンカメラ」のテーマコードをも選択する必要が生じるケースがある、という

ことに留意が必要である。 

ここでは、光学機器に関連するテーマコードでのＦタームサーチについてのみ説明し、

その他の分野である「テレビジョンカメラ」のテーマコードでのＦタームサーチについて

の説明は都合により省略する。 

本願の請求項１に含まれる各構成要素に２Ｈ１０１及び２Ｈ１０５のテーマコードのＦ

タームを対応させると、次のようになる。なお、２Ｈ１０１及び２Ｈ１０５のＦタームリ

ストの表示は省略する。 

 

請求項１：ケース本体とケース本体に水密に装着される蓋（２Ｈ１０１：ＣＣ５２）とか

らなり、カメラを外部から操作可能に収容するカメラ用防水ケース（２Ｈ１０１：ＣＣ０

１、２Ｈ１０５：ＤＤ０７）において、 

前記ケース本体と蓋とのいずれか一方に、蓋を装着したときの合わせ目を水密状態に保つ

水密部材（２Ｈ１０１：ＣＣ５４）を設け、かつ前記ケース本体と蓋との少なくともいず

れか一方の前記水密部材に対面する少なくとも一部に、透明で表面側が曲面状に膨出した

防水確認窓（２Ｈ１０５：ＥＥ０７）を設けたことを特徴とするカメラ用防水ケース。 

なお、その他の請求項については、説明を省略する。 

Ｆタームの選択は、実例１について説明したのと同様の事柄を考慮した上で、経験に基

づき、上記のようなＦタームを選択した。 

 まず、２Ｈ１０１について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（１）を立て

てサーチを行った。 

式（１）：ＣＣ０１＊ＣＣ５４ 

抽出件数は、３３件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（１）の「ＣＣ５４」を「ＣＣ５２」に置き換えた検索式（２）を立てた。 

式（２）：ＣＣ０１＊ＣＣ５２－式（１） 
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   ＝ＣＣ０１＊ＣＣ５２－［ＣＣ０１＊ＣＣ５４］ 

抽出件数は、１０９件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開

２００１－０９１９９５号公報（刊行物１）を発見することができた。 

 続いて、式（２）から「ＣＣ５２」を外した検索式（３）を立てた。 

式（３）：ＣＣ０１－式（２） 

   ＝ＣＣ０１－［ＣＣ０１＊ＣＣ５２］ 

抽出件数は、２８２件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見する

ことができなかった。 

次に、２Ｈ１０５について検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。次の式（４）を立てて

サーチを行った。 

式（４）：ＤＤ０７＊ＥＥ０７ 

抽出件数は、２１件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（４）から「ＤＤ０７」を外した検索式（５）を立てた。 

式（５）：     ＥＥ０７－式（４） 

   ＝ＥＥ０７－［ＤＤ０７＊ＥＥ０７］ 

抽出件数は、３１件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（４）から「ＥＥ０７」を外した検索式（６）を立てた。 

式（６）：ＤＤ０７－式（４） 

   ＝ＤＤ０７－［ＤＤ０７＊ＥＥ０７］ 

抽出件数は、１３７件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開

平８－０４３９０６号公報（刊行物２）を発見することができた。 

 

刊行物１：特開２００１－０９１９９５号公報（２００１年４月６日公開） 

【発明の名称】防水型レンズ付きフイルムユニット 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 ２つのケース部材と、これらケース部材の一方に設けた係止爪と、他方のケ

ース部材に設けた被係止片とを備え、係止爪と被係止片の爪結合により一体化される防水

ケースを有し、この防水ケース内にレンズ付きフイルムユニットを収納した防水型レンズ

付きフイルムユニットにおいて、前記被係止片に、前記係止爪が入って係止する係止溝を

形成したことを特徴とする防水型レンズ付きフイルムユニット。 

【請求項２】 前記ケース部材の一方を前ケースとし、この前ケースの内側面に前記係止爪

を突出して形成し、前記ケース部材の他方を後ケースとし、この後ケースの前記被係止片

の先端部に、前記係止爪に対応する位置で前記係止溝を形成したことを特徴とする請求項

１記載の防水型レンズ付きフイルムユニット。 

【要約】 

【課題】 防水型レンズ付きフイルムユニットの落下衝撃や熱変形によるケース開きを防止

する。 

【解決手段】 前ケース３２、後ケース３３を爪結合により一体化し、防水ケース４を構成
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する。爪結合を係止爪６９と係止溝７６とにより行う。係止爪６９を、前ケース３２の内

側面に突出させて形成する。係止溝７６を、後ケース３３に設けた被係止片７５の先端部

に形成する。係止溝７６としたから、後ケース３３の成型時に、被係止片７５の先端部で

樹脂材の分流がなく、ウエルドラインの発生が抑えられる。爪結合が強固なものになり、

落下衝撃や熱変形、内圧の上昇などによるケース開きが防止される。 

【選択図】図２ 

 

 

刊行物２：特開平８－０４３９０６号公報（１９９６年２月１６日公開） 

【発明の名称】防水型レンズ付きフイルムユニット 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 撮影レンズや露光付与機構が組み込まれ予め写真フイルムが収納されたレン

ズ付きフイルムユニットと、このレンズ付きフイルムユニットを水密に収納する防水ケー

スとからなる防水型レンズ付きフイルムユニットであって、少なくとも前記撮影レンズに

対峙する防水ケースの部分が透明なポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）のプラスチッ

ク材料で形成されていることを特徴とする防水型レンズ付きフイルムユニット。 

【請求項２】 前記防水ケースは、レンズ付きフイルムユニットが収納される透明なケース

本体と、このケース本体の内部を水密にする蓋とから構成されており、前記ケース本体が

ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）のプラスチック材料で一体に形成されていること

を特徴とする請求項１記載の防水型レンズ付きフイルムユニット。 

【要約】 

【目的】 高温環境下で長期間使用され、しかも日焼け止めクリーム等が付着することで生

じるクレージングの発生を防止する。 

【構成】 防水型レンズ付きフイルムユニットは、撮影レンズ５や露光付与機構を備えたレ

ンズ付きフイルムユニット２を、箱型の透明な防水ケース１５と底蓋１７とで水密に収納

している。防水ケース１５は、クレージングの発生を防止するためにポリメチルメタクリ
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レート（ＰＭＭＡ）の材料で一体に成形されている。 

【選択図】図１ 

 

 

実例５：特願２００５－３４０８６５号（２００５年１１月２５日出願）（特開２００７－

１４９８８１） 

【ＦＩ】Ｈ０１Ｌ ３３／００ Ｅ【参考Ｆターム】５Ｆ０４１ ＣＡ０４、ＣＡ１３、

ＣＡ４０、ＣＡ６５、ＣＡ７４、ＣＡ８３、ＣＡ９１、ＣＡ９２、ＣＢ１１、ＣＢ１５、

ＤＡ０３、ＤＡ０７、ＤＡ１２、ＤＡ１８、ＤＡ２６、ＤＢ０１ 

【発明の名称】半導体発光素子及び発光装置 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

活性層を含む半導体層と、前記半導体層と接続されるオーミック電極と、外部と接続され

るパッド電極とが積層された半導体発光素子において、 

前記オーミック電極と前記パッド電極との間に中間導電層を備え、 

前記オーミック電極と前記中間導電層とが接続される第１コンタクト部と、前記パッド電

極と前記中間導電層とが接続される第２コンタクト部とが、積層方向から視て異なる位置

に配置されていることを特徴とする半導体発光素子。 
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【請求項２】 

活性層を含む半導体層と、前記半導体層と接続されるオーミック電極と、外部と接続され

るパッド電極とが積層され、前記半導体層と、前記オーミック電極と、前記パッド電極と

が導電性融着層を介して、導電性の支持基板に接続される半導体発光素子において、 

前記オーミック電極と前記パッド電極との間に中間導電層を備え、 

前記オーミック電極と前記中間導電層とが接続される第１コンタクト部と、前記パッド電

極と前記中間導電層とが接続される第２コンタクト部とが、積層方向から視て異なる位置

に配置されていることを特徴とする半導体発光素子。 

【請求項３】 

前記オーミック電極は、光を透過可能に構成され、 

前記中間導電層は、光を反射可能な導電性反射層であることを特徴とする請求項１又は２

記載の半導体発光素子。 

【請求項４】 

前記中間導電層は、Ａｇ層を含むことを特徴とする請求項３記載の半導体発光素子。 

【請求項５】 

前記第１コンタクト部及び前記第２コンタクト部の少なくともいずれか一方が複数形成さ

れていることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の半導体発光素子。 

【請求項６】 

前記オーミック電極と前記中間導電層との間と、前記中間導電層と前記パッド電極との間

には、低融点金属の拡散を防止する拡散防止層が形成されていることを特徴とする請求項

１～５のいずれか１項に記載の半導体発光素子。 

【請求項７】 

活性層を含む半導体層と、前記半導体層と接続されるオーミック電極と、外部と接続され

るパッド電極とが積層された半導体発光素子と、前記半導体発光素子を保持し、前記半導

体発光素子からの光を反射する保持部材とを備え、前記半導体発光素子のパッド電極は、

半田層によって前記保持部材に取り付けられている発光装置において、 

前記半導体発光素子は、 

前記オーミック電極と前記パッド電極との間に中間導電層を備え、 

前記オーミック電極と前記中間導電層とが接続される第１コンタクト部と、前記パッド電

極と前記中間導電層とが接続される第２コンタクト部とが、積層方向から視て異なる位置

に配置されていることを特徴とする発光装置。 

【要約】 

【課題】 半田付けによる電圧特性の変化を抑制することができる半導体発光素子及び発光

装置を提供する。 

【解決手段】 発光装置１は、半導体発光素子２、正極端子３ａを含む保持部材３、負極端

子４、樹脂製の保護部材５とを備えている。半導体発光素子２は、基板１１上に半導体積

層構造を有する。半導体積層構造には、基板１１側から順に、ｎ型半導体層１２、活性層

１３、ｐ型半導体層１４、ｐ側オーミック電極１５、第１拡散防止層１６、導電性反射層

１７、第２拡散防止層１８、ｐ側パッド電極１９が積層されている。導電性反射層１７に

は、ｐ側オーミック電極１５と接続するための第１コンタクト部１７ａが形成されている。
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ｐ側パッド電極１９には、導電性反射層１７と接続するための第２コンタクト部１９ａが

形成されている。第２コンタクト部１９ａと第１コンタクト部１７ａとが、積層方向から

視て、異なる位置に形成されている。 

【発明の詳細な説明】（一部抜粋） 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、半導体内で容易に拡散する低融点金属を含む半田等の導電性接合剤によってパ

ッド電極が接続される半導体発光素子及び発光装置に関する。 

【選択図】図１ 

 

 

 本願発明は、発光ダイオード等の半導体発光素子及び該半導体発光素子を使用した発光

装置の発明であり、公開公報に付与されているＦＩ及びテーマコードから、対応するＦタ

ームのテーマコードが、５Ｆ０４１であることが分かる。しかし、５Ｆ０４１は、２０１

１年に、５Ｆ１４１及び５Ｆ１４２に分割され、リストの再作成が行われている。このこ

とは、「２．光学機器の分野について」で説明した図２～８に示される表と同様のテーマコ

ード表であって、テーマグループ５Ｆに属するテーマコード表を見ると分かる。これは、

発光ダイオード（ＬＥＤ）が近年になって急速に発展し、関連製品の売り上げが急増し、

それに伴って関連技術の開発が活発化し、その結果として、特許出願件数及び特許公報発

行件数が急増したためである。 

ところが、前記テーマコード表によると、５Ｆ１４２については、現時点では文献の再

解析が終了しておらず、２０１４年度に終了する予定となっている。つまり、現時点にお

いて、サーチ対象である特許文献のすべてには、５Ｆ１４２に属するＦタームが付与され

ていない。もっとも、５Ｆ１４１については、現時点で文献の再解析が終了している、す

なわち、すべての特許文献に５Ｆ１４１に属するＦタームが付与されている。しかし、５

Ｆ１４１及び５Ｆ１４２は５Ｆ０４１を２分割したものであるから、テーマコードとして

５Ｆ１４１のみを選択することで十分であるとも思われない。幸いなことに、本願発明は、
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５Ｆ０４１を５Ｆ１４１及び５Ｆ１４２に分割した２０１１年以前の２００５年の出願に

係る発明であるから、５Ｆ０４１が選択可能である。 

そこで、ここでは５Ｆ０４１を選択することとする。本願の請求項１に含まれる各構成

要素に５Ｆ０４１のテーマコードのＦタームを対応させると、次のようになる。なお、５

Ｆ０４１のＦタームリストの表示は省略する。 

 

請求項１：活性層を含む半導体層と、前記半導体層と接続されるオーミック電極と、外部

と接続されるパッド電極（ＤＡ０７）とが積層された（ＣＡ９２）半導体発光素子におい

て、 

前記オーミック電極と前記パッド電極との間に中間導電層を備え、 

前記オーミック電極と前記中間導電層とが接続される第１コンタクト部と、前記パッド電

極と前記中間導電層とが接続される第２コンタクト部とが、積層方向から視て異なる位置

に配置されていることを特徴とする半導体発光素子（ＣＡ０４、ＣＡ４０、ＣＡ６５、Ｃ

Ｂ１１）。 

なお、その他の請求項については、説明を省略する。 

Ｆタームの選択は、実例１について説明したのと同様の事柄を考慮した上で、経験に基

づき、上記のようなＦタームを選択した。 

 続いて、検索式を立て、Ｆタームサーチを行う。まず、次の式（１）を立ててサーチを

行った。 

式（１）：ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２＊ＣＢ１１＊ＤＡ０７ 

抽出件数は、４件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見すること

ができなかった。 

 続いて、式（１）から「ＤＡ０７」を外した検索式（２）を立てた。 

式（２）：ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２＊ＣＢ１１－式（１） 

   ＝ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２＊ＣＢ１１－［ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊

ＣＡ６５＊ＣＡ９２＊ＣＢ１１＊ＤＡ０７］ 

抽出件数は、１１件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見するこ

とができなかった。 

 続いて、式（２）から「ＣＢ１１」を外した検索式（３）を立てた。 

式（３）：ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２－式（２） 

   ＝ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２－［ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊

ＣＡ９２＊ＣＢ１１］ 

抽出件数は、１３３件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献を発見する

ことができなかった。 

 続いて、式（３）から「ＣＡ６５」を外した検索式（４）を立てた。 

式（４）：ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊     ＣＡ９２－式（３） 

   ＝ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ９２－［ＣＡ０４＊ＣＡ４０＊ＣＡ６５＊ＣＡ９２］ 

抽出件数は、８５件であった。スクリーニングの結果、有用な先行技術文献として特開２

００２－１３４８２２号公報（刊行物１）を発見することができた。 
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刊行物１：特開２００２－１３４８２２号公報（２００２年５月１０日公開） 

【発明の名称】半導体発光装置およびその製造方法 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 支持基体と、該支持基体上に積載され、ＧａＮ基板上に窒化物系半導体の積

層体を設けた半導体発光素子とを有する半導体発光装置であって、該ＧａＮ基板における

該積層体を設けた面とは反対側の面に、ＧａＮ基板とオーミック接合を取ることが可能な

材料からなり、Ｎ型電極として機能する第１の金属膜と、高融点金属からなり、バリア層

として機能する第２の金属膜と、ハンダと混合し易い材料からなる第３の金属膜とを備え、

該第３の金属膜と該支持基体との間にハンダを有する半導体発光装置。 

【請求項２】 前記第２の金属膜の厚みが８ｎｍ以上８０ｎｍ以下である請求項１に記載の

半導体発光装置。 

【請求項３】 支持基体と、該支持基体上に積載され、ＧａＮ基板上に窒化物系半導体の積

層体を設けた半導体発光素子とを有する半導体発光装置であって、該ＧａＮ基板における

該積層体を設けた面とは反対側の面に、ＧａＮ基板とオーミック接合を取ることが可能な

材料からなり、Ｎ型電極として機能する第１の金属膜と、高融点金属からなり、バリア層

として機能する第２の金属膜とを備え、該第２の金属膜と該支持基体との間にハンダと混

合し易い第３の金属とハンダとの合金層を有し、前記第２の金属膜の厚みが８ｎｍ以上８

０ｎｍ以下である半導体発光装置。 

【請求項４】 前記第１の金属膜はＡｌを含み、前記第２の金属膜はＭｏ、Ｗ、Ｃｒ、Ｔａ、

ＺｒおよびＭｎの少なくともいずれか１つを含み、前記第３の金属膜または前記第３の金

属はＡｕおよびＮｉの少なくともいずれか１つを含む請求項１乃至請求項３のいずれかに

記載の半導体発光装置。 

【請求項５】 前記ＧａＮ基板の結晶構造が六方晶であり、前記支持基体へのマウント面が

ｃ面にほぼ平行である請求項１乃至請求項４のいずれかに記載の半導体発光装置。 

【請求項６】 前記ハンダはＩｎ、Ｓｎ、Ｚｎ、Ａｕ、Ｐｂ、Ａｇ、Ｃｄ、Ｂｉ、Ｎｉ、Ｍ

ｎおよびＣｕの少なくともいずれか１つを含む請求項１乃至請求項５のいずれかに記載の

半導体発光装置。 

【請求項７】 前記支持基体がＳｉからなり、前記第３の金属膜または前記第３の金属はＡ

ｕ、ＮｉおよびＡｌの少なくともいずれか１つを含む請求項１乃至請求項３または請求項

５に記載の半導体発光装置。 

【請求項８】 前記支持基体がＳｉからなり、前記ハンダがＩｎ、Ｓｎ、Ｚｎ、Ａｕ、Ｐｂ、

Ａｇ、Ｃｄ、Ｂｉ、Ｎｉ、Ｍｎ、Ｃｕ、ＳｎＣｌ2およびＺｎＣｌ2の少なくともいずれか

１つを含む請求項１乃至請求項３、請求項５または請求項７に記載の半導体発光装置。 

【請求項９】 前記支持基体がＳｉからなり、該支持基体の前記ハンダ側の面にＰｔ、Ａｌ、

Ｔｉ、Ｃｒ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｈｆ、Ｗ、ＭｏおよびＴａの少なくともいずれか１つを

含む金属膜が設けられている請求項１乃至請求項８のいずれかに記載の半導体発光装置。 

【請求項１０】 前記支持基体がＳｉからなり、該支持基体の前記ハンダと接する部分に、

Ａｕ、ＮｉおよびＡｌの少なくともいずれか１つを含む金属膜が設けられている請求項１

乃至請求項９のいずれかに記載の半導体発光装置。 

【請求項１１】 前記Ｓｉからなる支持基体に一体的に受光素子が形成されている請求項９
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または請求項１０に記載の半導体発光装置。 

【請求項１２】 請求項１に記載の半導体発光装置を製造する方法であって、ＧａＮ基板上

に窒化物系半導体の積層体を設けたウェハーを形成し、ＧａＮ基板における積層体を設け

た面とは反対側の面に、第１の金属膜、第２の金属膜および第３の金属膜を形成する工程

と、該ウェハーを半導体発光素子に分割する工程と、予めハンダを積層した支持基体と熱

処理により接着するか、または該第３の金属膜上にハンダを積層して熱処理により支持基

体と接着する工程とを含む半導体発光装置の製造方法。 

【請求項１３】 請求項２に記載の半導体発光装置を製造する方法であって、ＧａＮ基板上

に窒化物系半導体の積層体を設けたウェハーを形成し、ＧａＮ基板における積層体を設け

た面とは反対側の面に、第１の金属膜、第２の金属膜および第３の金属膜を形成する工程

と、該ウェハーを半導体発光素子に分割する工程と、予めハンダを積層した支持基体と熱

処理により該第３の金属とハンダからなる合金層を形成して接着するか、または該第３の

金属膜上にハンダを積層して熱処理により該第３の金属とハンダからなる合金層を形成し

て支持基体と接着する工程とを含む半導体発光装置の製造方法。 

【要約】 

【課題】 ＧａＮ基板上に窒化物系半導体層を設けた半導体発光素子をマウントし、高効率

かつ信頼性の高い装置を形成することができる電極、ハンダ、ヒートシンク等の材質およ

び構造を提供する。 

【解決手段】 ＧａＮ基板７において窒化物系半導体の積層体１０１、１０２、１０３を設

けた面とは反対側の面に、Ａｌを含む材料からなり、電極として機能する第１の金属膜１

０を形成し、その下面にはＡｕ、Ｎｉやハンダ等の拡散による電極のオーミック性悪化を

防止するためのバリア層として第２の金属膜１１を積層し、その下面にはＡｕやＮｉ等か

らなる第３の金属膜１２を蒸着することでメタライズ化する。そして、ＩｎやＳｂ等から

なるハンダ１３を用いてＡｕ等からなるヒートシンク１４に接合する。 
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【選択図】図１ 

 

 

９．まとめ 

ここでは、光学機器の代表的な技術であると思われるいくつかの分野に属する実例につ

いて紹介したが、ここで紹介したものは、光学機器の分野をすべて代表するものではなく、

一部に過ぎないことに留意されたい。また、紹介した検索式も、必ずしも最善のものでは

なく、むしろ実際の試行錯誤の経過を示したものであって、改善の余地があることを理解

されたい。 

ここでの説明が、特許庁のＩＰＤＬにアクセスし、ＦＩ及びＦタームを使用して光学機

器の分野のサーチを行う際の一助となれば、幸いである。 

 


